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貧困ライン未満で暮らしている人々の数はなおも約 8 億人に上る（蟹江他 2017）。 
多くの途上国が貧困問題に直面しているが、ネパールもその最たる国の一つである。ネパールの人













 UNDP の公表する人間開発指数（HDI：Human Development Index）は開発が単に所得のみの問題で
はないとし、多様な側面が重なり合い問題が起こっているという考えから、教育、所得、保健の多様
な側面から開発の水準を表すことを試みている。 
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年から 2015 年までの HDI の推移を説明する（表 1）。 
ネパールにおける 2015 年の HDI は 0.558 である。これは HDI を測定している 188 の国と地域の中
で 144 位であり、低 HDI グループに位置づけられる。1990 年から 2015 年に HDI は 0.378 から 0.558
まで改善している。この約 25 年の間に平均寿命は 15.7 歳長くなり、平均就学年は 2.1 年、期待される
就学期間は 4.7 年伸びた。また１人当たり GNI は、1990 年から 2015 年に至るまで約 2 倍となってい
る（表 1）。 
表 1 ネパールにおける HDI 推移（1990－2016 年） 
年度 寿命 就学期間 
（年数） 
平均就学年 １人当たり GNI 
2011 PPP$ 
HDI 値 
1990 年 54.3 7.5 2.0 1168 0.378 
1995 年 58.5 8.1 2.2 1322 0.410 
2000 年 62.4 9.0 2.4 1526 0.446 
2005 年 65.5 9.6 2.8 1698 0.476 
2010 年 68.0 12.0 3.3 2012 0.529 
2011 年 68.4 12.3 3.5 2053 0.538 
2012 年 68.8 12.3 3.7 2132 0.545 
2013 年 69.2 12.4 3.9 2189 0.551 
2014 年 69.6 12.2 4.1 2288 0.555 
2015 年 70.0 12.2 4.1 2337 0.558 





局）によりネパールの生活水準調査（2011：44）によれば、（Nepal Living Standards Survey 2010/11 
Statistical Report）に拠れば、2010/11 年の都市部の平均世帯年間所得は 318,167NPR2（約 3,100 ドル）
                                                          
1 Central Bureau of Statistics of Nepal  
2 NPR はネパールルピーのこと。ネパール中央銀行の当時の為替レートは１NPR＝102 ドル。 
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であったが、農村部では 171,950NPR（約 1,600 ドル）であった。地域別では、最も豊かなカトマンズ
都市部の世帯所得が 404,511NPR（約 4,000 ドル）である一方、最も世帯所得が低い中西部・極西部の
丘陵部は 122,544NPR（約 1,200 ドル）にとどまっている。地域間格差は所得面だけでなく、教育など
他の指標でも起きている。職業では、農業賃金労働者が世帯主の家庭の貧困率は 47.03％で、ネパール
全体の平均を約 20％ポイントと上回っている。全体として貧困率は 1995/96 年度の 41.8％から 2003/04
年度の 30.8％、2010/11 年度の 25.5％へと減少しており、貧困状況は改善傾向にある（表 2）。 
表 2 ネパールの貧困率 
 1995/96 年度 2003/04 年度 2010/11 年度 
ネパール全体 41.8％ 30.8％ 25.2％ 
都市部 21.6％ 9.6％ 15.46％ 











“Bottom of the Pyramid” 「所得ピラミッドの底辺」（以下は BOP）は、米ミシガン大学の C・K・プ
ラハラード教授と米コーネル大学のスチュアート・L・ハート教授によって 2002 年初頭に
“Strategy+Business”に掲載された論文「経済ピラミッド底辺の隆盛」（The Fortune at the Bottom of the 
Pyramid）により提唱された概念である。この論文では経済ピラミッドの中で、１人当たり GDP が購
買力平価でみて 1,500 米ドル未満の人々を BOP 層として取り上げている。その後、2004 年に C・K・
プラハラード教授によって、『ネクスト・マーケット』（The Fortune at the Bottom of the Pyramid 
Eradicating Poverty Through Profits）が出版され、更に様々な企業による BOP への興味・関心を高める
ことになった。当初は、“Bottom of the Pyramid”（所得ピラミッドの底辺）であったが“Bottom”（底辺）
と言う表現が有識者、NPOs あるいは NGOs、さらにはいくつかの企業から問題視されたため近年は
“Base”（基盤）が一般的になっている（平本他, 2010：3）。 
機関や著者によって BOP の定義は多様であるが、2007 年に国際金融公社（IFC）と世界資源研究所
（WRI）が発表した「次なる 40 億人：経済ピラミッドの底辺（BOP）の市場規模とビジネス戦略」（The 
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Next 4 Billion: Market Size and Business Strategy at the Base of the Pyramid）では、BOP 層とは、開発途上
地域において 1 人当たり年間所得（購買力平価換算）が 3,000 ドル未満の世帯を指すと定義されてい
る。（平本他 2010：3） 
 








出所：野村総合研究所（2010：4）原出所（Hammond et al. 2007） 
 
図 1 によると、TOP 層は先進国の中間所得以上と発展途上国の一部エリートで構成される。１人当
たり GDP が 2 万ドルを超える約 1.75 億人が含まれる。MOP 層は先進国の貧困層と開発途上国の中間
所得層からなり、１人当たり GDP が 3,000 ドルから 20,000 ドルの約 14 億人である。そして、BOP 層
は年間所得 3,000 ドル未満で生活している約 40 億人のことを示している。BOP 層は世界人口の 72％
を占めており、家計所得は年間総額 5 兆ドルに達するとされている。アジアにおいて BOP 層は 28 億
5,800 万人存在し、BOP 家計所得は 3 兆 4,700 憶ドルにも達し、世界 BOP 家計所得の 7 割程度を構成し
ている。 
2．BOP ビジネスの定義 
BOP ビジネスの概念の提唱から現在に至るまで様々な研究者および機関によって BOP ビジネスの
定義も多様であるが、ここに、それらの中からよく知られている著者および機関の定義を紹介する。
Hammond et al.（2007）は、途上国の BOP 層にとって有益な製品・サービスを提供することで、当該
国の生活水準の向上に貢献しつつ、企業の発展も達する持続的なビジネスであると定義している。 
2010 年 10 月に経済産業省によって設立された BOP ビジネス支援センターは、「主として、途上国
の低所得階層（年収 3,000 ドル以下、全世界の 7 割、40 億人）を対象とした持続可能な、現地での様々
な社会課題（水、生活必需品・サービスの提供、貧困削減等）の解決に資することが期待されるビジ
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ネパール国勢調査によるとラメチャップ郡の人口は約 20 万 1 千人であり面積は 1546 平方キロメー
トルである。ラメチャップは、ネパールにある 75 郡のうち、生活水準や経済活動で見た開発指標では





                                                          
3 BOP ビジネス支援センターhttps://www.bop.go.jp/bop に拠る。 
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表 3 村落開発委員会（VDC）別人口構成 
通番 VDC 名 男性 女性 合計 
1 ベタリ（Betali） 2,047 2,436 4,483 
2 ツツレ（Chuchure） 1,214 1,415 2,629 
3 ラシュナル（Rasnalu） 2,034 2,390 4,424 





人、全地域を合わせて約 1 万 4 千人の人口が存在する（表 3）。 




本ビジネス・モデルでは、このような状況で生活を送っている約 1 万 4 千の人々の生活水準を向上さ
せる目的で、ラシュナル VDC の第４地区（ブルケ）とツツレ VDC の第 1 地区（ガルジャン）において
ミツマタを加工する紙漉き施設を建設する。施設がある村の人々だけでなく周辺の村、ベタリ VDC の
高地にあるリセカニとガイリ村、トーセ VDC のドルゼ、リセ、アルボテなどの村の人々も参加できる。 










図 2 は 4 つの村の年齢別人口構成を示している。人口は発展途上国にとって経済成長に関する重要
な制約要因の 1 つであろう。さらに、労働力人口の割合も経済成長に影響を与えることが観察できる。
年齢別人口構成に目を向けると 0～14 才は 33％、15～59 才は 55％、60～74 才は 9％と 75 才以上の人
口は 3％である。ネパール全国では 2001 年に 54％であった労働力人口は 2011 年には 57％にまで増加
ネパールにおける貧困解決策としての「手漉き紙 BOP ビジネス・モデル」の構築 
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もう一つは、世界銀行が 1994 年に公表したレポート Infrastructure for Development（開発のためのイン
フラストラクチャー）である。このレポートでは、各国のインフラ整備状況と経済成長率の関係性を









多く、幅員も約 2.5 メートルであり大型車 1 台が通行可能な程度で対面通行は困難である。2000 年代
にヒマールパワー社（Himal Power Limited）によってジリからラメチャップ郡のラシュナル VDC を経
由してベタリ VDC まで未舗装道路が建設された。沿線に暮らす人々は、この道路によって初めて、
車が通行する道へのアクセスを得た。この道路の現況は車両の通行はできるがなお建設中である。こ
の道路を使ってカトマンズからラシュナルまでの交通時間は約 10 時間ぐらいである。 





 シンズリ道路（Sindhuli Road） 
シンズリ道路は日本の援助によって建設されたものである。1996 年 11 月からおよそ 20 年をかけて
2015 年 3 月に完成し、日本からネパールに引き渡された。カブレ（Kavre）郡のドゥリケル（Dhulikhel）
を起点としてクルコット、シンズリを経由してバルディバス（Bardibas）に至る総延長 160 キロの片
側 1 車線の舗装路である（亀井 2016：21-23）。道路の途中クルコットからラメチャップと連絡する
道路を使うとカトマンズからの交通時間は約 6 時間である。 
 ラメチャップ郡は、これらの 3 つの道路と接しているが多くの VDC には道路が通っていないのが




                                                          
4 Asian Development Bank 
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紙（Lokta Paper）とも呼ばれている。ネパールではおよそ 12 世紀から手漉き紙の生産が始まり、ヒン
ズー教や仏教の経典および公文書の保存に使われてきた長い歴史を持つ（GTZ 2007:5）。 
本章では、貧困層の人々の生活水準を改善するため現地で自生しているミツマタとロクタを活用し、















2016：6）。ネパール全国では年間 110,481 トンの原料が入手可能であっても 800～1,000 トンしか採集
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いく。JICA が実施したイラム郡の事例によれば、JICA が実施したイラム郡の事例によれば、2.78 ヘク
タールの土地面積で 33,334 のミツマタが栽培できる。33,334 の原木の重量は約 16,667kg となる。原木か
ら直ちに皮をはぎ、取られた黒皮には表皮、傷、休眠芽などがたくさん付いているので、水に漬けて柔













0.03 334 167 12 10 
0.28 3,334 1,667 117 100 
2.78 33,334 16,667 1,167 1,000 
27.78 333,334 166,667 11,667 10,000 
277.78 3,333,334 1,666,667 116,667 100,000 
出所：（JICA 2017a：54 ページ）より筆者作成。 
JICA の計算によると、1 ヘクタールの土地で 12,000 本程度のミツマタを栽培できる。原木 1 本の重さは
約 0.5kg で原木の重量の約 6％が白皮になる。すると 1 ヘクタールの土地で約 360kg の白皮が採集できる。
ラメチャップ郡地方開発委員会のデータによると 4 つの村でロクタ栽培できる面積は約 5,000 ヘクタール
である。この面積に栽培出来れば約 1,800 トンの原料採集が可能である。白皮 1kg の現地販売価格は約











技術が必要となるが、ネパールにおいては特別な用具や機械は使わずに加工されている。（JICA 2017a）。  
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2．手漉き紙の使用 













芸組合連盟（FHAN: Federation of Handicraft Association of Nepal)の 2015 年の資料によると、ネパール
の手漉き紙の輸出は毎年約４億 NPR（約４億円）に上る。手漉き紙は高品質、防虫、エコフレンドリ
ー、長持ちなどといった特性を備えているためグローバル市場からも注目されている(GON&ITC 




工、1,000 人は紙生産、そして残りの 1,000 人は紙製品生産に携わっている（UNDP 2016b）。 
 ネパールを代表する手工芸品は、パシュミナ製品、羊毛製品、シルバーアクセサリー、金属彫像と
紙製品である。FHAN によると、それぞれの輸出製品の中では、手漉き紙・紙製品の輸出額は第５番
目である。1997 年に大体 9,600 万 NPR（日本円では大体１億円）であった輸出金額は 2005 年に伸び
て 2.69 億 NPR（約 2.80 億円）になった。2005 年から 2009 年に至るまでの輸出金額は大体 2.42 億 NPR
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表 5 ネパール手漉き紙輸出 
年度 金額 年間増減率 
2009/10 270,501,358 ― 
2010/11 310,145,680 14.65% 
2011/12 410,212,567 32.26% 
2012/13 358,777,610 -12.54% 
2013/14 414,727,980 15.60% 





マタの原木の皮をはいで加工した白皮約 100 トンが必要である。9 割以上を中国とネパールからの輸




4．手漉き紙 BOP ビジネス・モデル 
 ここでは、農村部の人々の雇用を創出し、生活水準の向上に貢献できる BOP ビジネス・モデルを紹
介する。図 4 では、手漉き紙 BOP ビジネス・モデルを簡潔に示している。 












ネパールにおける貧困解決策としての「手漉き紙 BOP ビジネス・モデル」の構築 































ンは図 5 の通りである。このバリューチェーンでは事業企画・設計するのは BOP 企業、ミツマタ栽培・
採集するのは現地の人々で紙の生産および紙製品の工程にも現地の人々を雇用する。また、現地から
発送先であるカトマンズやインドまでの運送にも現地の物流企業家を活用する。 
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9 山本、前掲書（註 3）588 頁。 
10 宮野、前掲書（註 1）23 頁。 
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13 武田昌輔編著『DHC 会社税務釈義』第 4 巻（第一法規）2363 頁。 
14 泉水一「事例による通達の解説 資本的支出と修繕費の区分については形式基準によってもできる（基通
7-8-3,4,5）」『税務事例』第 26 巻第 4 号（財経詳報社 1994 年）51 頁。 
15 武田、前掲書（註 13）2364 頁。 
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 災害等の場合 （４）
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19 神津信一「特集 今しておきたい資本的支出・修繕費の再点検―修繕費の事例と実務処理」『税務弘報』第 50
巻第 7 号（中央経済社 2002 年）36 頁。 
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 地盤沈下による防潮堤・防波堤・防水提等 （７）































                                                          
20 渡辺充「減価償却制度 資本的支出と修繕費」『日税研論集』第 5 号（日本税務研究センター 1987 年）196
頁。 
21 岸田光正「資本的支出と修繕費をどう区分するか 第 1 特集 法人税重要項目と実務対応」『税務弘報』第 52
巻第 6 号（中央経済社 2004 年）24 頁。 
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 資本的支出の制度は、昭和 24 年に「戦災その他の災害により滅失または毀損した建物機械等に対








ても旧法人税法施行規則第 10 条の 2 にその意義が定められ、「『法人税基本通達』では、232～244
の 13 項目にわたって資本的支出・修繕費の取扱いが示された25。」この旧法人税法施行規則第 10 条
の 2 の内容については、昭和 40 年の所得税法及び法人税法の全面改正により法人税法施行令が政令










                                                          
22 小山威倫「税務上の資本的支出と収益的支出の区分についての考察（1）」『広島経済大学経済研究論集』第 12
巻第 1 号（広島経済大学経済学会 1989 年）63 頁。 
23 渡辺、前掲書（註 20）182 頁。 
24 全国青色申告会総連合『シャウプ使節団日本税制勧告書〈日本語訳〉』（全国青色申告会総連合 2000 年）71
頁。 
25 金子、前掲書（註 12） 11 頁。 
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ことが望ましい26。」とする内容がある。この意見書については、「税法意見書は、まず課税所得の
計算に当たり会計方法の選択の自主性を主張するのである27。」と考えられており、上記の批判を反
映する形で、昭和 44 年に通達の改正が行われた。この際、昭和 25 年通達については、あまりに当然
の定めをしているに過ぎないため、当該通達の制定に伴い廃止されている28。 
昭和 48 年の通達改正においては、形式基準による区分を認める個別通達が設けられた。これは、






当該通達は、昭和 55 年に行われた通達改正により昭和 44 年の法人税基本通達と一本化され、平成
元年の改正では少額又は周期の短いもの及び区分不明である場合の限度額である 10万円および 30万
円が、それぞれ 20 万円および 60 万円に引き上げられた。 
近年においては、平成 19 年度の減価償却制度の改正に伴い、資本的支出の扱いが大きく変わるこ










 昭和 59年 12月 25日裁決30 １.
 請求人がバックホー（自走式作業用機械設備）の走行用モーターの取替えに要した費用を全額修繕
費に計上したことについて、原処分庁が主要部品の取替えであり資本的支出とした更正処分を不服と
                                                          
26 大蔵省企業会計審議会「税法と企業会計との調整に関する意見書」『企業会計』第 18 巻第 11 号（中央経済社 昭
和 41 年）141-142 頁。 
27 武田昌輔「税法と企業会計との調整に関する意見書について」『企業会計』第 18 巻第 11 号（中央経済社 1966
年）117 頁。 
28 武田昌輔監修『DHC コンメンタール法人税法』（第一法規）3750 頁を参照。 
29 武田昌輔『法人税法の解釈 立法趣旨』平成 10 年度版（財経詳報社 1998 年）165 頁。 
30 昭和 59 年 12 月 25 日裁決 TAINS コード J28-2-05 
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31 平成元年 10 月 6 日裁決 LEX/DB 文献番号《26010556》 
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 平成 13年 9月 20日裁決32 ３.
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33 佐久間一郎「防水工事・屋根工事 特集 消費税 8％前駆込み工事が急増！ そのビル工事費用は修繕費か資本
的支出か／2」『税経通信』第 69 巻第 2 号（税務経理協会 2014 年）70 頁を参照。 
34 山本守之「資本的支出と修繕費の区分 法人税事例の検討」『税務事例』第 43 巻第 10 号（財経詳報社 2011
年）47 頁。 
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35 武田、前掲書（註 29）161 頁。 
36 武田、同書 166 頁。 
37 金子宏『租税法 法律学講座双書』第二十一版（弘文堂 2016 年）321-322 頁。 
38 中村忠、成松洋一『税務会計の基礎―企業会計と法人税―』（税務経理協会 1998 年）180 頁。 
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40 山本守之『裁決事例（全部取消）による役員給与・寄付金・交際費・貸倒れ・資本的支出と修繕費―こうして
私は税務当局に勝った！―』（財経詳報社 平成 26 年）159 頁。 
41 中小企業庁の資料中での中小企業とは、中小企業基本法第 2 条第 1 項に基づく「中小企業者」をいう。これは、
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準であった 1990 年と比較すると、大企業で 1.5 倍、中小企業 2.0 倍と、特に中小企業で設備の老朽











                                                                                                                                                                  
資本金又は常時雇用する従業員数について、製造業、建設業、運輸業その他の業種（卸売業、サービス業及び小売
業を除く）では、3 憶円以下又は 300 人以下のもの、卸売業では 1 億円以下又は 100 人以下のもの、サービス業
では 5,000 万円以下又は 100 人以下のもの及び小売業では 5,000 万円以下又は 50 人以下のものをいう。 
42 自由民主党「平成 29 年度 税制改正大綱」（平成 28 年）8-9 頁。
https://jimin.ncss.nifty.com/pdf/news/policy/133810_1.pdf（アクセス日：2018.1.19） 
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年）105-106 頁。 
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 法人税基本通達 7-8-3 及び 4 に定める少額又は周期の短いもの及び形式基準による区分による場合
の基準となる金額について、「形式基準も年月が経過すれば現状にそぐわなくなってくるのは当然で
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【序章】 
第 1 節 問題関心 
昭和戦前期、1930 年代という時期は、日本の帝国主義的進出が東アジア、特に中国に対して活発に
行われた時代であった。1931 年 9 月の柳条湖事件以降、関東軍が中国の東北地区「満洲」を制圧し
ていき、翌 32 年に「満洲国」の建国を宣言。これに関連して行われた中国に対する「華北分離政策」
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第 2 節 方法 
 最初に前提として、『福井新聞』や発行母体の福井新聞社の歴史、特に海外報道をとりまく環境に
ついて説明し、その上で 1930 年代に実施した「満洲」「北支」への特派員の派遣と、彼らが執筆し





第 3 節 章構成 
 第 1 章では『福井新聞』と福井新聞社の外国報道の概要と、本論文で報道内容を扱う「満洲」「北











【第 1 章】福井新聞と「満洲」「北支」との関わり 
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を国外へ派遣している。1902（明治 35）年に福井県の敦賀港とロシア帝国のウラジオストクを結ぶ
日本海航路に就航した船の初航海に記者が同乗したという記録があり、1915（大正 4）年の 9 月には、
滝沢龍水記者が朝鮮の釜山で開催された新聞記者大会に参加するため派遣されている。 
 









第 3 節 1930 年代・40 年代の『福井新聞』 
 1930 年代、40 年代はメディアをめぐる環境も厳しさを増し、まず新聞の発行に不可欠な用紙が統
制品となったこと、報道内容に対する監督・取り締まりが強化される中で、地方紙は統合され急速に
数を減らしていった。1935 年の段階で、福井県内には『福井新聞』以外にも多くの新聞が発行されて






【第 2 章】特派員：奥村記者の満州従軍取材 
第 1 節 概要 
 1931 年 9 月 18 日、関東軍は柳条湖で南満州鉄道の線路を爆破、これを「暴戻なる支那軍隊」によ
るものだとした関東軍は軍事行動を開始し、各都市を次々と占領。翌 32 年の 3 月 1 日に「満洲国」




9 月 30 日に社告が掲載された。 
 
地方紙報道の中国表象にみる「帝国意識」 













1936（昭和 11）年 10~11 月 
月日 朝夕/面 見出し/内容 場所 
9. 30  社告  
10. 1 夕 1 奥村從軍記者 勇躍・壯圖に 見送人で驛頭を埋む 福井 
10. 2 朝 2 一路報道戰線へ 奥村記者進發 歡送の裡に満洲丸出帆 敦賀 




10. 6 夕 2 闇の鐵路をヒタ走り 水野部隊根據地へ 開通初日の国際列車感 
〇〇〇にて 【奥村本社特派員發】 
奥村特派員 愈々討匪前線へ 五日午后一面坡着 
ハルビン 
一面坡 
10. 8 朝 3 水野部隊に驅け付け 赭顔の隊長と交歡 次で看護長告別式へ 
【奥村本社特派員發】 
一面坡 




10. 12 朝 3 ペチカ燃ゆる兵舎に 假寢の夢をむすぶ あすの聖戰を偲びて 
【奥村本社特派員發】 
場所不明 
10. 15 朝 2？ ［討匪㐧一線を行く］ 
北満の共匪が恐れる 水野部隊麾下の“嚝原の黑馬”  
勇猛果敢な中條〇隊 二道河子にて 【奥村本社特派員發】 
二道河子 
10. 16 夕 1 水野部隊中條〇隊の討匪行（乗馬歩兵隊の行進） 奥村本社特派員撮影  
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10. 21 夕 1 川崎部隊の精鋭 〇〇〇〇へ従軍す 奥村特派員撮影 場所不明 























10. 23 朝 3 ［中條部隊討匪行記］ 
共匪に慘殺された 滿人の死骸が轉る 黙々として行く泥濘のみち 
【奥村本社特派員發】 
 
10. 23 夕 1 强行軍に備ひて 〇〇〇にて 奥村特派員撮影  
10. 24 朝 3 勝木伍長以下僅か五名が 匪賊數十名と猛戰 
勝太伍長は重傷、兵二名戰史 北越健児の意氣高し 
一面坡 
10. 24 朝 3 ［中條部隊討匪行記］ 
突如行手に當つて 數發の銃聲轟く 一気に堀を登つたが既に潰走 
【奥村本社特派員發】 
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11. 12 朝 2 ◇水野部隊討匪行（三）出動命令下り トラック五台に分乘 
【奥村本社特派員發】 
 
11. 16 朝 5 ◇討匪前線の一日◇ 暗夜を衝いて出動し 部落の肅正檢索 
【奥村本社特派員發】 
 
    
  以下は奥村記者の記事の可能性はあるが無署名であるもの  
10. 14 朝 3 【北滿から】 一握のパン粉で二週間位生きる 栗鼠の如うな匪賊 一面坡 
（『福井新聞』記事 1936 年 10 月 1 日~11 月 16 日分及び『福井新聞百年史』を基に筆者作成） 
 
第 2 節 奥村秀雄記者の「北満」紀行 
満州へ向け出発 
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よ！これが皆我々の郷土の青年であることが知るとき感激の血潮は沸き立つのだ」というように福井
県出身者が取り上げられている。そこから日は経って 21 日の朝刊（20 日発）の記事は一面坡におい
て書かれている。内容は 14 日から「匪賊討伐」に出た水野部隊の一隊が 16 日アフラニ附近を警戒中





 満洲滞在中、奥村記者は 3 回にわたり部隊の「匪賊」討伐や捜索の取材に当たっている。10 月 10
日から 12 日までの 1 回目では、水野部隊麾下の中條部隊の「討匪」に加わっている。この時の従軍
取材の内容はまず、10 日朝に速報のような形で部隊出発時の様子に関して情報が発せられ、当日夕刊


















11 月 1 日から 3 日までの 2 回目の取材では、同じく水野部隊に従軍して取材を行い、この時の詳
細は 10 日の朝夕刊および 12 日の朝刊に掲載された。1 日、水野部隊は「討匪」に関して出撃し「本
格的活動を期する」こととなり、部隊および奧村記者は午前 6 時 20 分に一面坡を出発し、ハルビン
に向かった。ここの司令部からトラックに乗り込み、午後 2 時ごろに、作戦地域に向かった（作戦地
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 翌 2 日は「討匪」を行う部隊の会議が開かれていたが、この日「滿上店方面」に出動した満洲国軍
が約 80 名の「匪賊」と遭遇し、午後 3 時から戦闘が発生していた。水野部隊はこの戦闘に加わるべ















へみなぎつてゐた」状態で、午後 2 時にトラックに分乗して出発した。しかし 30 分ほど走ったとこ
ろで引揚げ途中の満洲国軍と会い、「匪賊」が既に逃走したことが分かったため、水野部隊も引き揚
げることになった。 



























 調査によって確認できた記事は、奥村記者が執筆したものが 21 回分、彼の行動を紹介する補足記
事も含めると全部で 24 回分となったが、これらの記事は現地での出来事や奥村自身の体験と連動し
て順番に登場したわけではない。特に直接「討匪」に動向した時に見聞きした情景や部隊の行動など
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【第 3 章】特派員：永井記者の北支経済事情視察 
第 1 節 概要 
 本章では、『福井新聞』の「北支」への特派員の派遣と記者が執筆した記事内容を紹介する。福井
新聞社は 1938（昭和 13）年の 2 月から 3 月にかけて、「北支」への経済視察のため同社所属の永井
正四記者を特派員として派遣した。2 月 11 日の出発当日の朝刊 2 面に掲載された社告にその目的が記
されている。 
 






 1937 年 7 月 7 日に北京郊外の盧溝橋で日中の軍隊が衝突し、いわゆる日中戦争（当時の日本およ
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1938（昭和 13）年 2~3 月  
月日 朝夕/面 見出し/内容 場所 





2. 12 朝？3 永井記者出發 北支經濟視察の途に 福井 





2.19 夕 4 キング一册八十錢 安東驛賣店のベラ棒な値段 [奉天にて]永井正四 奉天 
2. 21 夕 4 支那の名物は洋車 一日の収入五十錢 [北支にて]永井正四 奉天 
2. 22 夕 4 街を行く滿人の衣服 八分までは人絹 [北支にて]永井正四 奉天 
2. 23 夕 4 奉天から天津へ 陰氣で汚い列車の二等室 [北支にて]永井正四 奉天⇒天津（山
海關/秦皇島/北
戴 河 / 大 沽 経
由） 
2. 24 夕 4 北支の開港塲天津 商取引はみな舊城内で行ふ [北支にて]永井正四 天津 
2. 25 夕 4 八割まで福井製品 ◇天津市内の織物小賣商店◇[北支にて]永井正四 天津 
2. 26 夕 4 產業挺身隊の覺悟で 密輸親分を訪ふ ［北支にて］永井正四 天津 
2. 27 朝 2 黎明の北支とは何んな所か（一） 特派員 永井正四 
「北支五省とは河北・チヤハル・安遼・山西・山東の五省である」 
天津 
2. 28 朝 2 黎明の北支とは何んな所か（二） 特派員 永井正四  
2. 28 夕 4 天津から北京へ 列車内のオシボリ一度十錢 [北支にて]永井正四 天津⇒北京 
3. 1 朝 2 黎明の北支とは何んな所か（三） 特派員 永井正四  
3. 1 夕 4 三朝の古都北京 邦人の發展は極めて遅々 [北支より]永井正四 北京 
3. 2 朝 2 黎明の北支とは何んな所か（四） 特派員 永井正四  
3. 2 夕 4 事變あと邦人が殺到 北京は凄い景氣 物價は殆ど内地より三割高 
[北支にて]永井正四 
北京 
3. 3 朝 2 北支の貿易港天津（一） 特派員 永井正四  
3. 3 夕 4 北支の經濟事情 比較的自作農の多いが特徴 [北支より]永井正四  
3. 4 朝 2 北支の貿易港天津（二） 特派員 永井正四  
3. 4 夕 4 北支の經濟事情 農産物は小麥が尤も大きい 北支にて 永井正四  
3. 5 朝 2 北支の貿易港天津（三） 特派員 永井正四  
3. 5 夕 4 北支の經濟事情 家畜を持たぬ農家が過半數  
3. 6 朝 2 鄞人の働く時間は一日僅に四時間 [北京より]永井正四 北京 
3. 7 朝 2 萬壽山から通州へ 榮華と悲愁の跡 北支にて 永井正四 北京/萬壽山/通
州 
3. 7 夕 4 北支の經濟事情 牛肉の移輸出は將來性あり [北支にて]永井正四  
3. 8 朝 2 掠奪品の分前から 仲間同志が争ふ 通州事件の追憶 永井正四 通州 
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3. 8 夕 4 北支の經濟事情 日本紡績の天津進出一頓座 [北支にて]永井正四  
3. 9 朝 2 慘殺体を捨てた所に 未だ女の髪の毛 通州事件の跡を訪ふ 永井正四 通州 
3. 9 夕 4 北支の經濟事情 織産設備は急激に擴張さる [北支にて]永井正四  
3. 10 朝 2 張家口商店打診 途中に敗殘兵貨車爆破の跡 [北支にて]永井正四 北京⇒張家口 
3. 10 夕 4 北支の經濟事情 比較的發達した毛織物工業 [北支にて]永井正四  
3. 11 朝 2 北京の街至る所に 支那娘が目に付く [北支にて]永井正四 北京 
3. 11 夕 4 北支の經濟事情 石炭は山西省で全支の半分 [北支にて]永井正四  
3. 12 朝 2 使命を果し 永井記者歸福（永井記者福井に戻る） 福井 
3. 12 朝 2 天津から大連へ 濃霧のため船は二度停船 [北支にて]永井正四 天津⇒大連 
3. 12 夕 4 北支の經濟事情 製鐵、アルミニウム、採金、石油 [北支にて]永井正四  
3. 13 朝 2 滿鐵は大連の滿鐵から 福井の滿鐵かを疑ふ [大連より]永井正四 大連 
3. 13 朝 3 [蠢めく夜の北京] 
細胞的に伸び行く 賭博と情痴の巢窟 闇に躍る哀れな北京の女性 
[永井特派員視察員記] 
北京 
3. 14 朝 2 大連から神戸へ 満鐵の中西理事に會見懇談 [北支行]永井正四 大連 
3. 14 朝 3 [蠢めく夜の北京] 
倫落の魔窟に喘ぐ 可憐な十二の娘 これも蔣介石暴政の犠牲 
[永井特派員視察員記] 
北京 
3. 15 朝 3 [蠢めく夜の北京] 









（『福井新聞』記事 1938 年 2 月 11 日~3 月 15 日及び『福井新聞百年史』を基に筆者作成） 
 
第 2 節 永井正四記者の「北支」紀行 
「北支」へ向け出発 満洲国奉天へ 
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問した。24 日は北京中心部を離れ、萬壽山、通州を訪れている。萬壽山は清王朝時代からの北京の名

























































にこの車夫の甘言に乘られないのである。（3 月 11 日朝刊） 
 
 記事に登場する人力車夫（ヤンチヨー）と風俗との関係は、この後の連載「蠢く夜の北京」にも登
場している。28 日から少し経って３月 3 日の午前 7 時半には天津港から汽船北京丸に乗り大連へと向





 ところで、永井記者の移動した道のりを辿っていくなかで、3 月 11 日の朝刊にて人力車夫が「ピー
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（女郎部屋）行かう」と呼びかけていたのはすでに紹介した。これに関連して 3 月 13、14、15 日の





















































の中で 2 月 24 日夕刊 4 面の記事では天津、3 月 1 日の夕刊 4 面の記事では北京、3 月 10 日の朝刊 2
面の記事では張家口、3 月 13 日の朝刊 2 面の記事では大連について、それぞれ町の概略（歴史、産業、
福井との関連）が説明されている。 
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●山室信一『キメラ－滿洲国の肖像 増補版』中公新書，2004 年 
●芳井研一『環日本海地域社会の変容-「満蒙」「間島」と「裏日本」』青木書店，2000 年 
●『福井県史 通史編 6 近現代（二）』福井県，1996 年 
●『福井県史 資料編 17 統計』福井県，1993 年 
●『図説福井県史 近現代』福井県，1998 年 
●『福井を伝えて一世紀 福井新聞百年史』福井新聞社，2000 年 










への招待』ミネルヴァ書房，2015 年 123 頁 
ii 川村湊「大衆オリエンタリズムとアジア認識」大江志乃夫ほか［編］『岩波講座 近代日本と植民地
7 文化の中の植民地』岩波書店，1996 年 121-136 頁 
iii 山室信一『キメラ－滿洲国の肖像 増補版』中公新書，2004 年など 
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日本思想史』2010 年 3 月 1-13 頁）や、日中戦争中の中国を旅した小林秀雄の紀行文に注目した研究
(陸艶「小林秀雄『蘇州』をめぐって」『佛教大学大学院紀要』第 40 号 2012 年 3 月 203-212 頁)など
がある。 
vi 芳井研一［2000］、古厩忠夫［1997］、橋本哲哉［2001］など 




ix 前掲『福井新聞百年史』385 頁 
x 杉本伊佐美『福井県の新聞史』フェニックス出版，1979 年 100 頁 なお著者の杉本は福井県生ま




xii 前掲『福井新聞百年史』387 頁 
xiii 前掲『福井県の新聞史』94 頁 





xvi たとえば、1937 年の福井県における農業・工業を合わせた「生産物総価格」2 億 5,116 万円のう
ち、織物はその 67%を占めていた（『福井県の歴史』291 頁並びに『福井県史』資料編 17）。また、翌











号 社会経済史学会，1998 年 191-219 頁） 
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「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌 
（2005 年―2016 年）を中心に 
 
Base on The Peace Studies Association of Japan: 









Ⅱ．学会誌『平和研究』第 30 号―47 号に見られる日本平和学会 
1．学際的、多義的、批判的な日本平和学会 
2．学会誌第 30号～第 47号（2005年∼2016年）の分析 
3．学会 10年間の中心的な論点：「平和を再定義する」、「積極的平和」 
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ニューズレターなど）そして学会誌 30 号―47 号合わせて 10 年間の研究を基づき、日本平和学会
([PSAJ])の組織、理念、研究の視点、主張あるいは活動などを論じていく。 
1973年に設立された日本平和学会は会員数が 800名以上である。学会の研究、目的、主張などにつ
「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 
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いて、以下のように説明していく。まず、学会の会則と設立趣意書から見ていく。会則では「第 1条 本












実践 、②憲法と平和 、③アジアと平和（旧：東南アジア） 、④植民地主義と平和（旧称：市民と平
和）、⑤軍縮・安全保障 、⑥アフリカ 、⑦環境・平和 、⑧平和教育 、⑨ジェンダーと平和 、⑩平
和文化 、⑪発展と平和 、⑫難民・強制移動民研究 、⑬非暴力 、⑭グローバルヒバクシャ 、⑮平和
と芸術 、⑯公共性と平和 、⑰ジェノサイド研究 、⑱平和運動 、⑲戦争と空爆問題 、⑳琉球・沖縄・
島嶼国及び地域の平和である。 
また、論説と声明も設置されている。論説の方は「安保法制 100の論点」と「平和フォーラム」二







平和への権利の現在 、４．集団的自衛権と平和 」という四つの部分を分けている。 
そして五つの声明も打ち出したが、全体的に見ていくと、1．沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を
求める声明（2015 年 11 月 27 日）、2．安全保障関連法案に反対する日本平和学会理事会有志による
声明（2015 年 9 月 4 日）3．北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する脅迫事件（2014 年 11 月
15 日）、4．集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反対する緊急声明（2014 年 6 月 20 日）、5．
                                                          
1日本平和学会会則 https://www.psaj.org/本学会について/会則/ 
2日本平和学会設立趣意書 昭和 48年 9月 
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－ 64 － 
特定秘密保護法案に反対する会員有志による声明文（2013年 12 月 5 日）である。 
日本平和学会は日本国内における平和研究や活動が行うだけではなく、国際への連携も進んでいる。
主要な組織は国際平和研究学会(IPRA: International Peace Research Association)とアジア太平洋
平和研究学会(APPRA: Asia-Pacific Peace Research Association)である。 
 
2.学会誌第 30 号～第 47 号（2005 年~2016 年）の分析 
日本平和学会の学会誌『平和研究』の第 30 号―47 号を研究対象として、巻頭言の要約とそれに関
する日本国内外の事件と日本平和学会の対応の時間軸について、2005 年から 2016 年まで日本平和学
会研究の様子を整理する。 
表 
日本国内外の動向  日本平和学会の対応 
2005年度 
国連創設 60周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会 
30 号:【人道支援と平和構築】（2005 年 11 月
刊 
2006年度 
9 月 11 日 9.11 米同時多発テロから 5 年目に迎
える 




８月 15日 戦後 62周年を迎えた日 





9月 21日 国連「国際平和デー」 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
33号:【国際機構と平和】（2008年 11月刊） 
2009年度  
4月 オバマ大統領 プラハ演説「核なき世界」 
8 月 1 日 フィリピン元大統領コラソン・アキノ
が亡くなる 




4月 米、露「新 START条約」締結 
5月 NＰT再検討会議開催 
6月 4日 鳩山由紀夫内閣が総辞職 
6月 8日 菅内閣が発足 
9月 17日内閣改造、改造内閣発足 




1月 14日 菅改造内閣終了 
3月 11日 東日本大震災 
9月 2日 野田内閣 
12月 16日「収束宣言」発表 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
37 号:【世界で最も貧しくあるということ】
（2011年 10月刊）  
36号 : 【グローバルな倫理】（2011年 5月刊） 
2012年度 
1月 13日 野田内閣 
6月 4日 野田第 1次改造内閣 
7 月 野田政権下の国家戦略室フロンティア分科
会 「能動的な平和主義」 
10月 1日 野田第 2次改造内閣 
12月 26日 野田第 3次改造内閣 
第 2次安倍内閣 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
39号:【平和の再定義】（2012年 10月刊）  
38 号:【体制移行期の人権回復と正義】（2012
年 4月刊） 
「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 




12 月 4 日―17 日 「積極的平和主義」の明示と
規定され 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
特定秘密保護法案に反対する会員有志による




APPRA （ The Asia-Pacific Peace Research 




9月 3日 第 2 次安倍内閣 
9月 19日 安倍政権『平和安保法制』 
12月 24日 第 2次安倍改造内閣 
 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する
脅迫事件 （2014年 11 月 15 日） 
集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反













10月 7日 第 3次安倍内閣第 1次改造内閣 
第二次世界大戦・アジア太平洋戦争終結 70周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
論説安保法制 100の論点 2015年 8 月 15日（第
３次安倍政権が 2015年 5月に閣議決定） 
平和フォーラム 2015年 5 月 14日―18日 
沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を求める
声明（2015年 11月 27日） 
安全保障関連法案に反対する日本平和学会理






Asia-Pacific Peace Research Association）
研究大会（2015年 10 月 9-11 日、ネパール、カ
トマンドウ） 
2016年度 
8月 3日 第 3 次安倍第 1次改造内閣 
8月 3日から 2017年 8 月 3日まで 
第 3次安倍第 2次改造内閣 
 
春季研究大会 /  秋季研究集会  
47 号：【脱植民地化のための平和学】（2016
年 11月刊）  
46 号:【東アジアの平和の再創造】（2016 年 7
月刊） 
国 際 平 和 研 究 学 会 (IPRA: International 
Peace Research Association)2016 年大会（フ
リータウン・シエラレオネ） 
2017年度 春季研究大会 /  秋季研究集会 
出典：日本平和学会編『平和研究』早稲田大学出版部 第 30号（2005 年 11月）―47号（2016年 11月） 
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3日本平和学会編 『創刊号』特集：「平和研究の方法」（1976年 3月刊）日本経営出版会 pp.7 
4同上 
「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 












3.学会 10 年間の中心的な論点：「平和を再定義する」、「積極的平和」 
10年間の平和研究を踏まえて、日本平和学会の研究は基本的に学会の会則と設立趣意書に基づいて
進んでいることが理解できた。その中で中心的な論点及び資料は学会誌第 39 号と 45 号であると考え


















                                                          
5日本平和学会編『平和研究』第 5号「会長に就任して」1980 年 9月刊 日本経営出版会（pp.7－pp.8） 
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Ⅲ．学会誌 39 号、45 号に見られる「平和を再定義する」と「積極的平和」の意味 
学会誌 30号―47号を掲げた 10年間の研究の中に、興味が持つそして中心的な部分である学会誌第
























「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 
－ 69 － 
そして学会内における複数の平和の定義の共存・競合・切磋琢磨の重要性を語っている」6、すなわち、
39号が提示されたように、平和の多義性と学会の「学際的」研究姿勢をしている。 































策と戦後日本 1972～1994――記憶と記録の中の日米安保』（千倉書房、2016 年）（pp.93）。 
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⓻2013年 12 月 17日に、第二次世界大戦後初めてとなる国家戦略（大戦略）として、国家安全保障

















                                                          
8伊藤憲一（1991年 11月）『「二つの衝撃」と日本』（PHP 研究所刊）の一節「消極的平和主義と積極的平和主義」
（pp.117-120） 
9公益財団法人総合研究開発機構（そうごうけんきゅうかいはつきこう、英称：Nippon Institute for Research 
Advancement、通称：NIRA）は、国政、国際関係、地域を中心として、政策提言を行っている日本の政策研究機関
である。 
10第 32政策提言積極的平和主義と日米同盟のあり方 日本国際フォーラム（2009 年 10月） 
11 <フロンティア分科会報告書>あらゆる力を発露し創造的結合で新たな価値を生み出す「共創の国」づくり 内閣
官房（2012 年 7月 6日） 
12第 37政策提言積極的平和主義と日本の針路 日本国際フォーラム（2014 年 8月） 
13日本平和学会編 第 34号 : 【アジアにおける人権と平和】（2009 年 11月刊）早稲田大学出版部 巻頭言 平
和のための安全保障を求めて p．v 
「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 
－ 71 － 
3.安倍政権の「積極的平和主義」とは 
2017 年 11 月、第四次安倍内閣が発足している。日本平和学会は安倍政権が提唱している「積極的
平和主義」について、疑問や批判を続いている。2013年 12 月 17日に第 2 次安倍内閣が決定された「積
極的平和主義」はどのようなことであるか。 


























                                                          
14新語時事用語辞典 ―積極的平和主義の意味・解説 https://www.weblio.jp/content/積極的平和主義 
15君島東彦『安倍政権の基本政策として「積極的平和主義」という言葉をよく聞きますが、これは何なのでしょう
か」』2015 年 8月 15日 
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まず、藤田 明史は『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』に 2013 年























の英訳として、「proactive contribution to peace」という言葉を使っています。非軍事、非暴力を
含意する「pacifism」という英語は使えないわけです。わたしたちは絶えず「平和主義」あるいは「平
和」が何を意味しているのか、吟味する必要があります。」18と指摘された。  
                                                          




「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 




















義に反するものであって、到底許されない。」20の意見を強く出した。また、連合会は 2005 年 11 月
11日の第 48回人権擁護大会における「立憲主義の堅持と日本国憲法の基本原理の尊重を求める宣言」、









                                                          
19同上 
20日本弁護士連合会「集団的自衛権の行使容認に反対する決議」(2013 年 5月 31日) 
21同上 
22内田樹「立憲デモクラシーの会、７月４日の記者会見 (内田樹の研究室)」(2014 年 7月 15日). 
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「積極的平和」の意味―日本平和学会の学会誌（2005 年―2016 年）を中心に 
－ 75 － 
和主義」について述べられている。第 2 章で述べたように「能動的な平和主義」が言及されている声
明、文章は 2.2節に掲げている 2012年 7月に野田政権が提唱した「能動的な平和主義」を含めている
安全保障政策と第 39号に挙げられたフロンティア分科会・平和のフロンティア部会の『＜平和のフロ



















１．日本平和学会会則 https://www.psaj.org/本学会について/会則/（2017年 9 月 5日） 
２．昭和 48年 9月『日本平和学会設立趣意書』https://www.psaj.org/本学会について/設立趣意書/
（2017年 9 月 5日閲覧） 




５．日本平和学会編『平和研究』第 5号「会長に就任して」1980年 9月刊 日本経営出版会（pp.7－
pp.8） 
６．君島東彦『安倍政権の基本政策として「積極的平和主義」という言葉をよく聞きますが、これは
何なのでしょうか。』（2015年 8 月 15日）（日本平和学会「安保法制 100の論点」・安倍政権の
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－ 76 － 
「軍事化」政策 21）（2017 年 9月 15日閲覧） 
７．日本平和学会『ニューズレター：「平和を定義する力を平和研究に取り戻す」石田淳』（第 19
巻第 1号 2010年 4 月 25日）https://www.psaj.org/刊行物/ニューズレター/（2017年 9月 23日
閲覧） 
８．第 32政策提言「積極的平和主義と日米同盟のあり方」日本国際フォーラム（2009 年 10 月 22 日）
（2017年 9 月 23日閲覧）         https://www.jfir.or.jp/j/activities/pr/pr.html 
９．第 37政策提言「積極的平和主義と日本の針路」 日本国際フォーラム（2014年 8月 5日）（2017
年 9月 23日閲覧）https://www.jfir.or.jp/j/activities/pr/pr.html 
10．<フロンティア分科会報告書>あらゆる力を発露し創造的結合で新たな価値を生み出す「共創の国」
づくり 内閣官房（平成 24年７月 11日） 
11．集団的自衛権の行使容認に反対する決議”.日本弁護士連合会 (2013年 5 月 31 日) 
https://www.nichibenren.or.jp/activity/document/assembly_resolution/year/2013/2013_1.htm
l（2017年 9 月 27日閲覧） 
12．“立憲デモクラシーの会、７月４日の記者会見 (内田樹の研究室)”内田樹 (2014年 7 月 15 日). 
http://blog.tatsuru.com/2014/07/15_0953.php（2017年 9月 27日閲覧） 
13．伊藤憲一『「二つの衝撃」と日本』（PHP研究所刊）の一節「消極的平和主義と積極的平和主義」
（pp.117-120）（1991年 11 月）（2017年 9月 28日） 
14．真田尚剛「防衛官僚・久保卓也とその安全保障構想――その先見性と背景」河野康子・渡邉昭夫
編『安全保障政策と戦後日本 1972～1994――記憶と記録の中の日米安保』（千倉書房、2016年）
（2017年 9 月 28日閲覧） 
15．藤田 明史『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』『トランセンド研
究』 11巻 2号掲載（2013年 12月発刊）（2017年 9 月 26 日閲 覧） 
16．日本平和学会編『平和研究』第 34号 : 【アジアにおける人権と平和】（2009年 11月刊）早稲
田大学出版部 巻頭言 平和のための安全保障を求めて ｐ．ｖ 
17．日本平和学会編『平和研究』早稲田大学出版部 第 30号（2005 年 11月）－第 47号（2016年 11
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1 池田大作 ドゥ・ウェイミン、『対話の文明―平和の希望哲学を語る』、第三文明社、2007 年 
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2 池田大作 ドゥ・ウェイミン、『対話の文明―平和の希望哲学を語る』、pp.174~175 
3 ちなみに、前掲書 p.164 で、ドゥ・ウェイミン氏は儒教について、儒教の道を具現するために、「信仰という飛
躍」は必要ない、儒教理論は信仰に基づくものではないため、と述べている。 
4 この段落の箇所「また、～言及している」は、前掲書 pp.164~168 の内容を筆者が要約した。 
5 前掲書 p.247 
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6 池田大作 ドゥ・ウェイミン、『対話の文明―平和の希望哲学を語る』、p.116 
7 前掲書 p.124 
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年、p.344 
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12 池田大作、『私の人生観』、聖教新聞社出版局、1995 年、p.77 
13 池田：「孔子は、春秋時代末期の乱世にあって、現実から遊離することなく、その真っ只中に身を置き、 
14 ジュリア・クリステヴァ、『中国の女たち』、丸山 静・原田 邦夫・山根 重雄訳、せりか書房、1981 年、p.121 
15 池田大作、『人間革命』第一巻、聖教新聞社、1965 年、まえがき 
16 池田大作、『女性に贈ることば 365 日』、海竜社、2006 年、p.16 を筆者が要約した。 
池田大作女性観の特質に関する一考察 
































                                                          
17 前掲書、p.18 
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Professionalism and subjects in 
“Early Childhood Education and Care” 
 
文学研究科教育学専攻博士前期課程修了 
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第２節 世界の中での韓国語 
韓国では、2005 年に「国語基本法」を制定し、ハングルの日を定める。第 20 条（ハングルの日）
①政府はハングルの独創性と科学性を国内外に広く知らせ、国民的にハングル愛の意識を高めるため
に毎年 10月 9 日をハングルの日と定め、記念行事を行うものとする。 
K-POP、韓国ドラマ、映画などいわゆる韓流ブームが世界へと広がり、韓国語も国際的な地位を得
られたと言われている。世界的な言語データベースである、エスノローグ(2017 年 11 月を基準)によ
ると、全世界に 7099 の言語が存在していることが示されている。そのうち、韓国語話者の数（母語
話者中心）は 7 ヵ国で 7720 万人であり、これは世界 12 位として位置づけられている。 
さらに、2007 年に UN の傘下機関である世界知財産権機構（WIPO）は、国際特許業力条約（PCT）
を通し、韓国語を 9 番目の国際公開言語として採択した。それまでは、英語、フランス語、ドイツ語、
日本語、ロシア語、スペイン語、中国語、アラビア語であった。そのうち、8 つの国際公開言語のう




数においては、1997 年に 2692 人の受験者から、2014 年には 20 万人を超え、2017 年には 29 万 638
人に上った。20 年で 108 倍の増加を見せていることに注目したい。また、1997 年の当時に試験を実
施する国は、韓国をはじめ、日本、ウズベキスタン、カザフスタンの 4 ヵ国であったが、2017 年に























 第 3 章では、世宗学堂の運営や展開について見ることにする。2007 年に設立され、今年で 10 年を
迎えたが、対外的に公開されている内容は少ないのが現状である。そのため、日本の世宗学堂の事例
を通し、考察を行うことは価値があると考える。 
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1990 年代以降は、韓国語の海外普及に関連した政策事項は 1995 年 7 月に改正された文化芸術振興
法施行令の第 3 章と第 11 条と 1995 年 12 月制定された国語審議会運営細則などを通して確認するこ
外国人学習者を対象とした韓国語教育に関する研究 
－ 125 － 
とができる。詳細の内容は次のようである。 
カ 文化芸術振興法施行令(大統領第 14727 号, 1995.7.6 改正) 
第 11 条(国語発展契会の樹立)法第 5 条の規定による国語の発展及び普及のための計画には次の
各号の事項が含まなければならない。 




ナ 国語審議会運営細則(文化体育部訓令第 55 号, 1995.12.23.制定) 












署が文化部であることを確認し、上記のような文化芸術振興法施行令(大統領第 14727 号, 1995.7.6 改
正)の第2章と第3章国語の発展及び普及と当時の文化部傘下国語審議会文化委員会の国語審議会運営
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しかし、具体的な詳細案にかかわらず、目立った韓国語海外普及活動は行われていなかった時期で
あるたえ、成長期及び拡大期とは区分が可能である。さらに、その対象はなお在外同胞へ集中してい


















第 1 条(目的) この法は、国語の使用を促進し、国語の発展と保全の基盤をつくり、国民の創造的思
考力の増進を図ることで、国民の文化的生活の質を向上し、民族文化の発展に貢献することを目
的とする。[2011.4.14.] 
第 2 条(基本理念) 国家と国民は、国語が民族第一の文化遺産であり、文化創造の原動力であること
を深く認識し、国語発展に積極的に尽力することで、民族文化の正体性を確立し、国語をよく保
全し、子孫に継承できるように努めなければならない。 [2011.4.14.] 
第 3 条(定義)この法において使用する用語の定義は次の通りである。 
  １．「国語」とは、大韓民国の公用語の韓国語のことを指す。 

















 胎動期 飛躍期 再成立期 成長及び拡大期 










































創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 







































































所属 支援機関 主要機能 
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世宗学堂は、2007 年にモンゴルで「ウランバート 1 世宗学堂」として最初に設立された。2007 年
は 3 ヵ国 13 ヶ所で始まり、2017 年には 54 ヵ国 171 ヶ所と展開している。10 年の間に 13 倍以上の
増加を見せていることになる。受講生の数も増え続け、2016 年には総 23 万人を超える。さらに、オ












及における推進体系の確立をした。その一環として、2007 年 3 月から自国語・自国文化普及として
外国人学習者を対象とした韓国語教育に関する研究 
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講座関連の学士学位所持者または関連経歴が最初 2 年以上の者 
課程 ・最低初級または中級レベル 2つの課程以上を開設し、30週以上の講座を運営 
・講座一つに対し、週 120 分（休み時間含む）以上の韓国語講座、文化講座を最







































世宗学堂は、現在 54 ヵ国 171 ヶ所（2017.7 月基準）で展開されている。ところが、データ収集を
始めた 2017.6 月基準では、アジア 21 ヵ国 105 ヶ所であり、2018 年 1 月に至る現在も、2017.7 月基
準で、アジア 17 ヵ国 96 ヶ所とのデータしか確認ができない状況である。しかし、合計の数に変動が
なかった。 
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3-3 日本の世宗学堂の分類 
 






















取材時期 2017 年 11 月 10 日 訪問 









受講生 500 名 
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クラス 1 年間(2 学期制)の定期講座 
4 月から始まる A クラス 
10 月から始まる B クラス 
春季学期と秋季学期の構成で半年毎に
更新できるシステム 






高級講座の 6 コース 
定員 各クラス 15 名程度 定員 10 名前後 
開講時期 2017 年度秋季学期は 2017 年 10 月～2018 年 3 月までの半年間 
開講回数 週に 1 回(90 分)、学期中に 20 回 
受講料 3 万円 教材費 1500 円 
他の語学学校より低価 
設備 ・冷暖房完備の教室が 4 つ 
・各教室にホワイトボードをはじめ大型モニター、ノートパソコン、カセットデ
ッキ 
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写真 2 駐東京韓国文化院世宗学堂の壁(1)ハングル・子音の表示（2017 年筆者撮影） 
 
写真 3 駐東京韓国文化院世宗学堂の壁(2)ハングル・母音の表示（2017 年筆者撮影） 
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写真 4 駐東京韓国文化院世宗学堂の掲示板 
（左韓国語スピーチコンテスト、右韓国で開催される行事の案内）（2017 年筆者撮影） 
  
写真左 5 駐東京韓国文化院世宗学堂の事務室(1)授業で使われる教科書 
（2017 年筆者撮影） 
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写真 7 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室(1) （2017 年筆者撮影） 
 
写真 8 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室(2) （2017 年筆者撮影） 
 
写真 9 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室の設備(1) （2017 年筆者撮影） 
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写真 10 駐東京韓国文化院世宗学堂の教室の設備(2) （2017 年筆者撮影） 
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駐大阪韓国文化院世宗学堂の場合は、取材不可のためホームページを基に調査を行った。 
 
写真 12 駐大阪韓国文化院世宗学堂看板（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
 
写真 13 駐東京韓国文化院世宗学堂の教科書（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
 
写真 14 駐東京韓国文化院世宗学堂事務室（2017 年世宗学堂関係者撮影） 
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取材時期 2017 年 11 月 22 日水曜日・11 月 29 日水曜日 電話取材 
担 当 者 Cさん 
 









韓紙工芸、韓国舞踊総 21 講座 
開講時期 春学期 4 月から 7 月 秋学期 9 月から 12 月 
開講回数 週に 1 回(120 分)、学期中に 15 回 
受講料 3 万円 教材費 1500 円 
他の語学学校より低価 
設備 事務室・教室・資料室 
受講生 90 名 
性別 80-90％が女性 
地域 神奈川周辺。1 時間かからない距離 
受講目的 主に、韓国の大衆文化への興味がきっかけ 
職業 確認はしていない 
年齢 主に、50-60 代。20 代は 5 名ほど。 
平日は、主婦・大学生。土曜日のクラスは、会社員 
教員 5 名 
国籍 韓国語教員は韓国。文化講座は日本 
外国人学習者を対象とした韓国語教育に関する研究 




韓国語の先生は 3 名 
1 名 桜美林大学の世宗学堂の責任者兼任。 
1 名 財団からの派遣 
1 名 現地採用 
研修 設けていない。世宗学堂財団としての招聘または研修は 1 年 1 回 
 
 運営時期は、2014 年秋学期より始まり、４年目を迎える。クラスは、世宗韓国語 1－8（平日・週
末ともにすべてのクラスを運営）、上級クラス（8 まで終了した人・留学経験者・長期学習者）、ニュ
ースで勉強する韓国語、韓紙工芸、韓国舞踊総 21 講座を提供している。 




授業は、1 年に 1 冊の教科書で学び、翌年度に次のコースに進む。授業日程は、春学期が 4 月から
7 月・秋学期は 9 月から 12 月。韓国は 1 月を年の始まりとしているため、1 月に始まり、12 月に終
わるようになっている。そのため、1 月頃に授業が開始され、12 月の間に終わるような体制である。
そのため、1 月から 3 月は休みである。その時期には次の学期に向けて準備を行う。教育課程の中に、
授業に関しては指針が定まっている。 












ると考えられる。現在受講生は 2 人であるため、需要は合わなかったと考える。 
この授業の場合は、ニュースでみる韓国語は、週末のクラスは開設することはなかった。今担当し
創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 






職業は、統計を取ってはいないが、年齢が主に、50-60 代であり、80-90％が女性である。20 代は 5
名ほどであることから、平日は、主婦・大学生。土曜日のクラスは、会社員の受講生であることを推































取材時期 2017 年 12 月 1 日 金 11 時-12 時、4 時-4 時半 
担 当 者 D さん 
 


























創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 






表 13 世宗学堂の運営及び施設の比較 
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表 14 世宗学堂の講座の比較 































春季学期 4 月~7 月 
秋季学期9月~12月 
 
授業日程 週に 1 回(90 分)、学
期中に 20 回 
週に 1 回（120 分）
学期中に 20 回 
初級1及び中級2以
上は 2 学期（1 年）
で修了 
初級 2～中級 1 は 3
学期（1 年半）で修
了 
週に 1 回  
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レベル 世宗１(入門)～世宗


































































受講料 30000 円 
教材費 1500 円 
35000 円 30000 円  
 
外国人学習者を対象とした韓国語教育に関する研究 





























表 15 世宗学堂の受講生の比較 

















日本の成人  地域住民が多い  
年齢層 40-60 代 
平均 47 歳 
女性が多い 
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表 16 世宗学堂の教員の比較 








教員数 9 名 7 名 5 名  












教員研修 1年 1回財団の招聘  1年 1回財団の招聘  
給料 受講料  回答困難  
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第５章 結論 










 今年は、世宗学堂が設立されて 10 年となる。初年度はモンゴル・中国・アメリカ 3 ヵ国 13 ヶ所か
らのスタートから、現在は 54 ヵ国・171 ヶ所へと広がりをみせた。それに伴い、世宗学堂財団によ
ると、受講生の数も 740 名から 5 万名に上る。 
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REFUGEE EDUCATION IN ANOTHER PERSPECTIVE: 
THE CURRENT STATE IN MALAYSIA  




Koo Wei Qian 
 
Abstract 
With Malaysia being a non-signatory country to the 1951 Refugee Convention, refugee children in the 
country are denied access to the national education system and could only obtain informal education 
through community-based learning centres, established by local refugee community or NGOs. While the current 
provision of education aims to help refugee children to gain basic knowledge and skills to survive in the 
country, they seem to live a different lifestyle in isolation and remain “invisible” to the vast majority of the 
Malaysian citizens. Efforts to promote integration of refugees into the society are very important as the sense of 
belonging is one crucial factor to help them regain dignity and hope. Thus, there is a need to look at the term 
“refugee education” from another perspective, which is, “education about refugees” for the Malaysian citizens. 
The founder of Soka University, Dr. Daisaku Ikeda, mentioned in his speech at Teachers College in 1996 that 
one key element to global citizenship education is “the wisdom to perceive the interconnectedness of all life and 
living”. Therefore, global citizenship education plays a vital role in promoting harmonious co-existence among 
people of different ethnicities and backgrounds, and the issue of refugee education could be a stepping stone 
towards the introduction of global citizenship education in the country. 
Keywords: Refugee education, Malaysia, Integration, Global citizenship education 
 
1. Introduction  
By the end of 2016, the number of displaced people in the world marks its highest level on record than 
any other time with an unprecedented 65.6 million people being forcibly driven away from home due to war, 
persecution, conflict, violence, or human rights violation. The Convention relating to the Status of Refugees, 
also known as “1951 Convention”, defines a refugee as “a person who is outside his or her country of 
nationality or habitual residence; has a well-founded fear of being persecuted because of his or her race, religion, 
nationality, membership of a particular social group or political opinion; and is unable or unwilling to avail 
him— or herself of the protection of that country, or to return there, for fear of persecution” (UNHCR, 2011).  
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Currently, being the largest refugee-hosting country in the region of South East Asia, Malaysia is 
hosting some 152,420 refugees and asylum seekers as of November 2017. Around 25 percent are children 
below the age of 18 (UNHCR, 2017b). These refugees and asylum seekers were “allowed” to remain in 
Malaysia with the assumption that their stay will be temporary, pending resettlement to a third country. 
However, resettlement is never a promising solution for a vast majority of the refugees and asylum seekers in 
Malaysia. Many of them have been in Malaysia for more than 20 years and remained undocumented to date, 
especially the Filipino refugees in East Malaysia. With reference to this situation, it is without doubt that efforts 
towards the solution of local integration should be prioritised to help these refugees and asylum seekers to 
sustain their livings in the country. In his interview with The Star newspapers, the UNHCR representative in 
Malaysia, Richard Towle stated, “If you allow people self-sufficiency, autonomy and empower them with work 
opportunities and better education, their capabilities will be strengthened and they can contribute to the 
community and (adopted) country.” (Azizan, 2017). 
With regards to the empowerment of refugees, the role of education is crucial. Education is a basic 
human right and ensuring that all children, without discrimination, have the right to education must be of top 
priority in finding long-lasting solutions to help refugees rebuild their lives and to be able to live with dignity. 
Considering the critical consequences of education being disrupted, the Inter-Agency Network for Education in 
Emergencies (INEE), an open, global network of practitioners and policy makers, was established in Geneva in 
November 2000 to ensure all persons the right to quality education and a safe learning environment in 
emergencies through to recovery. In its guidebook—“Minimum Standards for Education: Preparedness, 
Response, Recovery” (2012), it was stated that,  
Education in emergencies ensures dignity and sustains life by offering safe spaces for 
learning, where children and youth who need other assistance can be identified and 
supported. Quality education saves lives by providing physical protection from the 
dangers and exploitation of a crisis environment. When a learner is in a safe learning 
environment, he or she is less likely to be sexually or economically exploited or 
exposed to other risks, such as forced or early marriage, recruitment into armed forces 
and armed groups or organised crime. (p. 2) 
 
2. Literature Review 
a. Refugees in Malaysia 
Malaysia is not a signatory to the 1951 Refugee Convention and its 1967 Protocol; nor have they 
established a system for providing protection to refugees considering the consequences of it becoming a 
drawing factor for refugees to come to the country due to its strategic geographical location in the region (Kaur, 
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2007). In addition, the government had also indicated that providing protection to the refugees might impose 
heavy financial burden upon the country as well as the problem of national security due to the huge presence of 
refugees or asylum-seekers (UNICEF, 2015). Therefore, refugees are not legally recognised in the country. 
Without specific policies to address the issue of identification and protection of refugees in the country, 
refugees and asylum seekers in Malaysia are not only denied refuge, but also left vulnerable to additional 
human rights abuses (Palmgren, 2011; Kaur, 2007). 
As of end November 2017, there are some 152,420 refugees and asylum seekers registered with 
UNHCR in Malaysia. Among them, 90 percent are from Myanmar, comprising some 65,250 Rohingyas, 34,140 
Chins and other ethnicities. There are also some 18,830 refugees and asylum seekers from other countries, 
including Pakistanis, Yemenis, Syrians, Somalis, Sri Lankans, Iraqis, Afghans, Palestinians etc (UNHCR, 
2017a). As there are no refugee camps in Malaysia, the majority of the refugees are concentrated around the 
capital, Kuala Lumpur and the surrounding Klang Valley. They live within the local community, in crammed 
low-cost flats in the city, as invisible as they could. In fact, a huge number of Rohingya children are born in the 
country. However, most of the Malaysians are not aware of the existence of refugees in the country and often 
mistaken them for illegal immigrants (Letchamanan, 2013). 
b. The current state of refugee education in Malaysia 
Among the refugees and asylum seekers in Malaysia, 40,470 are under the age of 18. However, only 30 
percent are enrolled in community learning centres and the enrolment rate in primary and secondary education 
were reported at 44 percent and 16 percent respectively (UNHCR, 2017c). Given that Malaysia is a 
non-signatory to the 1951 Refugee Convention, refugee children in the country are denied access to the national 
education system. However, the government has welcomed initiatives by the private sector, NGOs and 
individuals in providing these children with an education (UNICEF, 2015). Thus, refugee children can only 
obtain education via an informal parallel system of more than 130 community-based learning centres,s 
established either by the local refugee community, local NGOs, or a partnership of both, supported by UNHCR.  
Figure 1: 133 learning centres located in the capital of Malaysia, Kuala Lumpur and 10 other states 
(Source: UNHCR, 2017) 
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UNHCR Malaysia is currently working with six implementing partners in the sector of education to 
provide refugee children with better access to education and to ensure that education delivered is of quality. The 
main activities of UNHCR Malaysia listed as follow are conducted based on several objectives: 
Objective 1: Improve learning achievement for refugee children in primary school 
• As of September 2017, 128 of some 700 teachers are compensated under the Teachers’ Compensation 
Programme. 
• Regular monitoring of learning centres done by staff members. 
Objective 2: Ensure that schools are safe learning environments for refugee girls and boys and young 
people 
• Provision of grants based on needs for rental, renovation, materials, etc. to ensure a more conducive 
learning environment at the learning centres. 
• Peacebuilding activities by means of sports, art, music and other extracurricular activities explored with 
various parties such as PJ Live Arts, Dignity for Children Foundation and etc. 
• “Children’s Safety Programme” sessions are conducted by ICMC (International Catholic Migration 
Commission) for learning centres located in Kuala Lumpur, Selangor and Pulau Pinang.  
Objective 3: Improve access to formal secondary education opportunities for refugee young people 
• 21 learning centres offer Secondary Level education with 2 being specifically secondary education centres. 
Objective 4: Improve access to higher education opportunities for refugee young people 
• UNHCR has signed Memorandum of Understanding (MoU) with the University of Nottingham Malaysia 
Campus, International University of Malaya-Wales (IUMW), Limkokwing University of Creative 
Technology, Brickfields Asia College, International Innovative College and HELP University to provide 
access to higher education courses for refugee young people. 
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Objective 5: Ensure opportunities for education are live long and available according to need 
• Early Childhood Development is further enhanced with the Toy Box programme which is implemented at 
12 learning centres. 
• About 576 refugee youths have graduated from Project Self-HELP since its implementation in 2011. 
Project Self-HELP is a skills training programme by HELP College of Arts and Technology. 
Table 1: The main activities of UNHCR Malaysia 
 (Source: UNHCR, 2017c) 
 The above table shows some encouraging results under the efforts of UNHCR Malaysia together with 
some NGOs or educational institutions. Nevertheless, there are much more to do in order to ensure that refugee 
children in the country are receiving quality education in terms of facilities and relevancy of the content for 
students to excel into the future. Refugee learning centres are mostly located in rented, crammed flats or shop lots. 
They normally operate between four to six hours a day for five days a week. Research had revealed that many of 
these learning centres are severely underfunded and heavily reliant on UNHCR’s assistance for teacher 
compensation and training, are overcrowded and lacked proper classrooms. They also do not have sufficiently 
trained teachers whereby many of the teachers are refugees themselves with little teaching experience or 
knowledge of pedagogy. Moreover, students often had little or no exposure to sports or other recreational 
activities integral for childhood development. While many of the learning centres use the Malaysian national 
syllabus as their core materials to make it easier for children to integrate if the Government changes its policy, 
there is generally no formal certification of learning and no recognition of studies by any authority. However, 
there are some other who opted to use the North American curriculum, books from Singapore and UK or the 
Canadian Ontario curriculum to prepare children for resettlement in these countries (UNICEF, 2015). 
 
3. Methodology 
With the purpose to discover more about the current state of refugee education in Malaysia, fieldwork 
was conducted in two refugee learning centres located near the capital of Malaysia— Kuala Lumpur in August 
2017. Semi-structured interviews with one teacher and one administrative staff from each learning centre were 
conducted to find out more about the establishment of the learning centres, their vision and development, how 
are they being funded, the problems and challenges they are facing etc. While there were guidelines to the 
interview questions asked during the semi-structured interviews, a more flexible approach was employed to 
discover more about the working experiences and visions of the teachers and administrative staff relating to 
refugee education.  
Prior to the start of each interview, the purpose of the study was explained to the participants and 
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informed consent was obtained. In addition to that, classroom observations were conducted for four days to 
observe the process of teaching and learning, including the instructions given by teachers, students’ attitudes 
toward learning, interactions between teachers and students, as well as interactions among the students 
themselves. However, the observation was only done in one of the learning centres due to constraints such as 
time and the distance of the school.  
The two learning centres are namely El-Shaddai Refugee Learning Centre and Pusat Ilmu Muslim Aid 
(PIMA, in English, Muslim Aid Knowledge Centre) which are located at Klang and Ampang respectively. 
El-Shaddai Refugee Learning Centre is considered as one of the largest refugee learning centres in Malaysia, 
accommodating around 600 refugee children from twelve different countries with the provision of education 
ranging from kindergarten to Year 8 (post-primary education). It was initially founded in 2008 as an 
implementing partner with UNHCR Malaysia under the effort of a Christian Organisation. PIMA, on the other 
hand, is a learning centre founded under the effort of Muslim Aid Malaysia Humanitarian Foundation in 2014, 
to provide refugee children who are staying around the area of Ampang a chance to basic education, to become 
more competitive in the society and eventually a better life. It is currently providing primary education to 
around 60 Rohingya students living in that area. The selection of learning centres, however, might not represent 
the current states of refugee education in Malaysia as a whole.  
 
4. Findings 
• Demographic diversity. Malaysia is a host country to refugees and asylum seekers from more than 
10 different countries including Myanmar, Sri Lanka, Pakistan, Somali, Syria, Iraq, Iran, Palestine, 
Afghanistan, Yemen and Sudan. The demography of refugee population with such diversity is thus 
reflected in most of the learning centres. In one learning centre, there are students from 12 different 
countries, with the majority from Myanmar and Pakistan. This gives students a chance to learn in an 
environment of multi races, cultures and backgrounds which allows them to gain soft skills, such as 
respect and tolerance. It is a merit for them if they were to continue staying or to integrate into the 
multiracial Malaysian society in the future. However, there also exists some learning centres 
established by the refugee communities themselves and thus only accommodate refugee children 
from their own community. 
• Syllabus and curriculum. While UNHCR encourages learning centres to follow the Malaysian 
curriculum to make the case stronger for the government to unconditionally open the doors of public 
schools to refugee children and to make it easier for children to integrate when the government 
changes its policies (UNICEF, 2015), it still very much depends on the nature and purpose of the 
learning centres to decide their syllabus and curriculum. For instance, learning centres which aim to 
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help students resettle in third countries such as the United States or Australia chose to use syllabus 
of higher level and English as the medium of teaching to prepare students for resettlement.  
• Problems and challenges. Many of the learning centres are severely underfunded and heavily 
reliant on UNHCR’s assistance for teacher compensation and training, overcrowded and lacked 
proper classrooms. They also do not have sufficiently trained teachers and the qualifications of 
teachers are very diverse whereby some are university graduates, while some only complete high 
school. Language barrier is also one of the problems in most learning centres which hinders students 
from learning or slowing down their learning process. 90 percent of the refugees and asylum seekers 
in Malaysia are from Myanmar, and they can speak neither English nor Bahasa Malaysia. 
Sometimes, teachers who are from same refugee background will need to do extra explanation to the 
students in their native language. However, in many cases, these refugee teachers are with little 
teaching experience or knowledge of pedagogy. Parents’ attitude towards education is also one 
challenge faced by most learning centres. In general, most refugee parents see education as an 
important mean for a better future of their children. However, refugee parents from a more 
traditional and conservative background, for example refugees from the Rohingya community, do 
not put much emphasis on the importance of education especially when it comes to education for 
girls.  
•  
5. Refugee education in another perspective 
Overall, even though there exist some sort of access to education for refugee children, the educational 
environments that they are in seem to be an isolated space where there are very limited interactions with the 
outside world. With the aim of preparing refugee children for local integration, some learning centres are using 
the Malaysian syllabus and curriculum as their teaching materials, as well as teaching the children the Malay 
language and English which is helpful in terms of communication within the society. Even so, that does not 
seem to close the gap between the refugee communities and the Malaysian society. This creates an ironic 
phenomenon whereby, on one hand, refugee children are receiving education which can be their source of hope 
for a better future while on the other hand, the reality of the society is full of discrimination, rejection, exclusion 
and violation of rights. They grow up witnessing the marginalisation of their parents, their exploitation by local 
employers or police, their worries about health care, the lack of basic safety and security. Low (2013) further 
stated, “This [phenomenon] makes us wonder what sense of self these children grow up with and what kind of 
values the whole educational and social environment bestows on them?” (p. 26) 
While much more needs to be done to improve the quality and accessibility of the provision of 
education for refugee children, this paper suggests a different perspective of looking at the issue of refugee 
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education. It is without doubt that education plays a very important role in providing refugees with the basic 
skills and knowledge to survive in the society. But on top of that, we need to take into consideration their 
psychological needs, to help them in terms of gaining a sense of belonging in the society and to become resilient. 
The recent outbreak of the persecution of Rohingya ethnic in Myanmar during end of August last year had 
revealed the narrow-mindedness and intolerance of majority of the Malaysian society despite being a multiracial 
and multicultural country. The condemns and critics toward refugees from the public very much reflected the 
flaw in the Malaysian education system.  
The Malaysia Ministry of Higher Education has introduced the “Ethnic Relations Module” as a 
compulsory course in all public and private universities in 2005 to promote national unity, appreciation of 
diversity and harmony among citizens of different ethnicities. Likewise, many subjects taught in primary and 
secondary schools include the principle of learning to live together, for example the Islamic religious education 
for Muslim students teaches the value of promoting a caring and cooperative society; moral education for 
non-Muslim students teaches values relating to human rights and the value of living together in harmony; while 
local studies teaches about the neighbourhood, society, nation etc. (International Bureau of Education, n.d.) 
Syllabus and curriculum could of course be designed in the most perfect ideas possible, but it remained 
a question as to how much have they been put into practice. “Given that the curriculum from elementary all the 
way through to tertiary education includes teaching values such as caring, tolerance, inclusion, harmonious 
co-existence etc, how far has it achieved in terms of promoting a caring and a more civilised society? How 
effective are we in creating unity among people of different races and cultures? While national unity is 
undoubtedly important, where are we standing in terms of fostering citizens who value diversity, and are 
capable of fitting into a globalised and fast-changing era?” These are some of the questions that we have to 
ponder. 
While the word “refugee education” has been widely used to refer to the provision of “education for 
refugee children”, I would like to divert the attention to looking at the word of “refugee education” from another 
perspective, which is “education about refugees”. All these while, the issue of refugees is barely being discussed 
in the classrooms and most of the Malaysians are not aware of their existence in the country. One reason of that 
could be the loose foreign labour policy which attracts the flows of migrant workers into the country, making it 
a common phenomenon that refugees are often being mistaken, or generalised by concept, as foreign workers.  
With the issue of refugee crises now becomes one global concern and the fact that there exists a large 
number of refugees and asylum seekers in the country, with majority of them are living in the urban areas (there 
is no refugee camp in Malaysia), citizens of Malaysia should start learning and become aware about the issue. 
As much as it is important for refugees to learn about the cultures and norms of the host country, citizens of the 
host country need to know about the background and cultures of refugees, as well as to listen to the journey of 
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them seeking refuge. It is only through the initiative trying to achieve mutual understanding through dialogues 
and exchanges that allows a harmonious co-existence of both parties in the society.  
Therefore, the role of education is vital not only in terms of educating the refugees, but to also educate 
the Malaysian citizens about refugees and to cultivate an open-minded attitude which allows them to embrace 
the “newcomers” in the country. Schools should take initiative to introduce topics such as migrants and refugees 
into classrooms, as well as to organise community projects to enable students to have a better understanding of 
the plight of refugees. 
 
6. Conclusion—The way forward 
While we are looking into the problems and challenges surrounding on the provision of education for 
refugee and trying to find solutions for its betterment, it is of equal importance to look at educating the society 
about refugees to ensure that members of the community could embrace refugees with an open heart. After all, 
the core problem underneath the xenophobic attitudes toward refugees, in my opinion, is the lack of mutual 
understanding and the consciousness that all of us are living on the same Earth and we are all citizens of the 
world.  
In his speech at Teachers College, Columbia University in 1996, Dr. Daisaku Ikeda, the founder of Soka 
University, spoke on the three essential elements of global citizenship: “First, the wisdom to perceive the 
interconnectedness of all life and living; second, the courage not to fear or deny difference, but to respect and 
strive to understand people of different cultures and to grow from encounters with them; and third, the 
compassion to maintain an imaginative empathy that reaches beyond one’s immediate surroundings and extends 
to those suffering in distant places” (p. 112-113). We need to understand the fact that no one is a refugee by 
choice and to embrace them as people who have no difference from us.  
Global citizenship education is very much needed to tackle the issues of xenophobia and hate speeches 
that are filling our world today. I would like to, therefore, suggest that global citizenship education should from 
now on be introduced in the Malaysian school curriculum, and the idea of global citizenship by Dr. Daisaku 
Ikeda should serve as the fundamental philosophy to produce more global citizens with compassion and 
empathy, and together we create a society of greater solidarity for refugees. 
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Appendix 
Profiles of Refugee Learning Centres 
1. El-Shaddai Refugee Learning Centre  
• One of the largest refugee learning centres in Malaysia with around 600 students. The learning 
centre was established in 2008 by ElShaddai Centre (faith-based organisation) as an implementing 
partner with UNHCR in Malaysia to help refugees and asylum seekers, not only by providing 
education, but also primary health care, shelter as well as setting up simple sustainable social 
enterprises. They also receive children of migrant workers who do not possess documents to enrol 
in Malaysian national schools. 
• Vision: Honour and dignity, holistic health, hope for a better future for all migrants and refugees 
in Malaysia. 
• Mission: (1) Rescue – migrants and refugees who are homeless, cheated or in danger of being 
trafficked and enslaved; (2) Relief – provide relief to migrants and refugees who are suffering, 
deprived or sick; (3) Restore – traumatised migrants and refugees to holistic physical, mental and 
spiritual health; (4) Rehabilitate – migrants and refugees needing education, livelihood skill, social 
life and dignity. 
• Demography: Around 600 students from 12 different countries including Myanmar, Pakistan, Sri 
Lanka, India, Indonesia etc. 
• Grades and ages: Children of 4–16 years old studying in Pre-school to Form 2 (Year 8) classes. 
• Syllabus and curriculum: Currently using Singaporean syllabus and textbooks. 
• Subjects taught: English, Bahasa Malaysia (Malay language), Mathematics, Science,  Reading 
& Writing, Moral/Character Building, Arts & Craft, Music & Movement, Physical Education  
• Typical school day: 9am–2pm. Each class is 40 minutes and lunch break is at 12.20pm for 50 
minutes. 
• Fees charged: RM50 for UNHCR Cardholder; RM80 for non-UNHCR Cardholder 
• Meals and transportation: Provided. An additional fee of RM20 is charged for those who use 
the transportation service. 
• Number of teachers: 45 teachers. 31 of them are working full time and 14 volunteers. 
• Education level and background of teachers: Some teachers and volunteers hold bachelor 
degree or currently undergraduate students while some teachers are members of the church who 
volunteered themselves to help out with the learning centre. There are also teachers from refugee 
background, mostly from the Chin ethnic.  
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• Facilities and infrastructure: Classes for elementary level are held in buildings belong to a 
church while classes for secondary level are held at an old shop house nearby. There is a small 
field within the compound of the church’s premises which serves as the place for Physical 


























A: Administration office        B: Classrooms for Year 3-6 (Church building) 






REFUGEE EDUCATION IN ANOTHER PERSPECTIVE: 
THE CURRENT STATE IN MALAYSIA AND ITS WAY FORWARD 














Picture of the upper elementary class  















Picture of lower elementary classes during lunch break  
(Source: El-Shaddai Refugee Learning Centre) 
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2. Pusat Ilmu Muslim Aid (Ampang, Selangor) 
• The learning centre was set up by the Muslim Aid Malaysia Humanitarian Foundation (Muslim 
Aid) in 2014 with the underlying philosophy of developing the potential of individuals and to 
produce individuals who are knowledgeable, responsible and contribute to the society, regardless 
of religion, race and nationality. Hence, the institution aims to help the kids by providing them 
chance for gaining basic education, a better life and competitive. The organisation is currently 
running three learning centres in  the state of Selangor, Kelantan and Terengganu respectively. 
• Vision: To become a knowledge centre that can produce students who are able to master basic 
learning. 
• Mission: To provide curriculum and co-curriculum to enable students to master reading, writing, 
counting, and reasoning. 
• Demography: Around 60 Rohingya students from Myanmar. 
• Grades and ages: Primary education for children from 6–14 years old. Pre-school and secondary 
education are in planning stage and expected to launch in 2018. 
• Syllabus and curriculum: Malaysian syllabus 
• Subjects taught: English, Bahasa Melayu (Malay language), Mathematics, Science,   Local 
Studies, Islamic Studies (twice a week), Arts, Moral and Sports (once a week) 
• Typical school day: 2 sessions per day. Morning session for upper primary (Year 4-6): 
8.30am–12noon. Afternoon session for lower primary (Year 1-3): 12.30pm–3.30pm. Each class is 
one hour. 
• Fees charged: RM10 
• Meals and transportation: Not provided 
• Number of teachers: 3 full time teachers. 
• Education level and background of teachers: All three teachers are Malaysian graduated from 
University of Malaya. 
• Facilities and infrastructure: The learning centre is set up in a rented low-cost house with a few 
rooms that serve as classrooms. There is empty space within the compound of the house for 
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Picture of students and teachers having activity in the compound of the centre 
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 年齢 性別 心理臨床歴 ＳＣ歴 ＳＣ経験校数 ＳＣ以外に勤めている職域 
A 60代 男 10～15年未満 10年 ７校 医療 
B 30代 男 ５年未満 ２年 ２校 教育、産業 
C 30代 男 ５～10年未満 ４年 ２校 教育 
D 40代 女 10～15年未満 ５年 １校 教育 
E 60代 男 20年以上 10年 ４校 教育 
F 40代 女 ５～10年未満 ９年 ４校 教育 
G 30代 女 ５年未満 １年 ２校 医療 
 
スクールカウンセラーが機能性を高めるためのプロセスの検討 
－ 173 － 
（２）調査手続き 
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ーマップを示す。 




































14 ＳＣ自身の手ごたえ感 ＳＣが役割を果たす中で感じる手ごたえ感。 
スクールカウンセラーが機能性を高めるためのプロセスの検討 





16 教員からの信頼の醸成 教員からの信頼の醸成 
17 教員尊重 教員を理解しようとしている姿勢を見せる 
18 枠組みのあいまいさ ＳＣ活用の枠組みの曖昧さへの戸惑い 
19 外部からの侵入者への不信 外部からの侵入者へ教員が抱く不信感を、ＳＣが感じる 
20 疎外感 疎外感、メンバーシップの弱さ 
21 教員の領分への踏み込めなさ 教員の領分に入らせてもらえない違和感 
















28 学校環境による難しさ 学校の環境要因によって生じる困難さ 
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The Father-Daughter Relationships and Father Images of Adolescent Female 
-Focusing on Four Relationship Types and Psychological independence- 
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調査時期：2017 年 6 月～8 月 
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「父親との信頼関係」と「父親との心理的分離」の高－低から４類型に類型化する（図 1、表 2）。 
 
 
















表 2 4 類型の特徴 
依存葛藤型 
（「信頼」低×「分離」低）    父親との間に信頼関係を築かずに心理的には分離していない 
関係疎型 
（「信頼」低×「分離」高）    父親との間に信頼関係を築かずに心理的には分離している 
密着型 
（「信頼」高×「分離」低）    父親との間に信頼関係を築いているが心理的に分離していない 
自立型 
















表 3 回答者の年齢 
 
表 4 回答者の属性 
属性 学生 会社員 その他 計 




娘関係を類型化した。以下に、14 名の協力者（A～N）の分布を示す（図 2）。 
 
図 2 回答者および協力者の分布 
 
 
年齢 ～20 歳 21 歳 22 歳 23 歳 24 歳 25 歳 26 歳 27 歳 28 歳 29 歳 30 歳 計 
人数 47 21 8 15 16 9 3 3 1 4 3 130 
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 調査時期：2017 年 7 月～10 月 
調査協力者：14 名の協力者についての属性を以下に示す（表 5）。 
 
表 5 調査協力者の属性 
 類型 年齢 職業 父母の属性 
A 依存葛藤 20 代 学生 父：60 代、会社員 
母：50 代、会社員 
B 依存葛藤 20 代 会社員 父：70 代、自営業 
母：50 代、専業主婦 
C 依存葛藤 20 代 会社員 父：50 代、自営業 
母：50 代、専業主婦 
D 疎 20 代 会社員 父：60 代、自営業 
母：60 代、専業主婦 
E 疎 30 代 会社員 父：60 代、会社員 
母：60 代、パート 
F 疎 20 代 会社員 父：50 代、会社員 
母：50 代、パート 
G 疎 20 代 会社員 父：50 代、会社員 
母：40 代、会社員 
H 密着 20 代 会社員 父：60 代、会社員 
母：60 代、専業主婦 
青年期女性における父娘関係および父親イメージに関する質的研究 
－ 195 － 
I 密着 20 代 学生 父：40 代、会社員 
母：40 代、専業主婦 
J 密着 20 代 学生 父：50 代、公務員 
母：50 代、専業主婦 
K 密着 20 代 学生 父：50 代、自営業 
母：50 代、専業主婦 
L 自立 20 代 学生 父：40 代、会社員 
母：40 代、会社員 
M 自立 20 代 学生 父：60 代、会社員 
母：60 代、パート 
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２．分析方法 
 




































型」である N さんのストーリーラインのみを記載する。 
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察を加える。「関係疎型」は、関係の特徴により 2 分化することとした。 
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 また F、G さんは、父親が母親に対して行った、ある行為を目撃したことにより、母親の父親嫌悪
に共感し、母娘間で父親の愚痴を言い合っている。D、E さんとは対照的に、自然に母親感覚に同化
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検査時期：2017 年 7 月～10 月。インタビュー調査後、同環境にて TAT を実施した。 
検査協力者：研究Ⅱの協力者 14 名に実施した。 
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表 9 各類型の父親イメージ 
類型 父親イメージ 











































































































TAT では、距離をとりたい対象としての父親イメージが、4 名すべての娘に見出されている。 
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Changes in Cognition of Parents having Children  
with Developmental Characteristics: 
Through Counseling and Consultation of After-School Care Service 
 
文学研究科教育学専攻博士前期課程修了 







































図 1? 親子関係の悪循環からプラスの親子関係へ 
（出典）岩坂英巳（2010）、「家族を支援する」『発達障害の理解と支援を考える』、臨床心理













A 放課後等デイサービスは、2013 年に開所された、創設 5 年目の施設である。原則として、
子ども一人に対して施設スタッフ一人が対応することになっており、これがこの施設の特色と
言えよう。1 日の施設利用可能時間は、原則 1 人 1 時間である。子どもに対する支援内容は、
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2017 年 2 月～3 月、12 名の研究協力者に半構造化面接を実施した。実施場所には、研究協
力施設である A 放課後等デイサービスのカウンセリングルームを使用させていただいた。ま























インタビュー内容は、逐語記録に起こし、大谷（2008、2011）の SCAT（Steps for Coding and 


















研究Ⅰでは、SCAT 分析の 4 つのステップを経て、研究協力者 12 名それぞれのストーリーライ
ンを作成した。本稿では、12 名のステップとストーリーライン全てを載せることが不可能なため、




















































































































































































〈A さん? ストーリーライン〉 
 






























































































? 母 40代 ?? 男 なし ― 半年 週3 知人の紹介 母（60代）、姉（40代）











































































































































































































































研究Ⅱでは、研究協力者 5 名それぞれの SCAT 分析結果を、研究Ⅰの SCAT 分析結果と比較し
ながら調査対象者ごとにまとめ、考察した。本稿では、結果Ⅰで紹介した F さん 1 人の結果と考
察を述べる。 
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Ⅴ．今後の課題 
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 体育が最初に教科として導入されたのは、1886 年韓国に入国したアメリカの宣教師 H.G Underwood
が現在のソウルに設立した「儆新学校（ギョンシンハッギョ）」である。「娯楽」という教科目を置
き、現在のスポーツに該当する遊戯の概念として行った。娯楽によって体力を磨くことであった。そ
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Ⅳ．科課程期（1954～2006） 
（1）時代的な背景と教育の動向 
教科課程期は、1954年の第 1次教育課程から始め、1997年表れた第 7次教育課程までの時期である。 
















3 次教育課程（1973 年～1981 年）の時期には、国民の全般的な教育レベルが向上された。また、教育
の過程で目指したことは、従来の漠然とした教育の目的から離れ、知識構造の体系化、基本概念の理
解、知識の構造的な学習と探求能力であった。さらに体育教育は、民族文化・国家安保・自主性を強
調しながらエリート教育が行われたのである29。そして、第 4 次教育課程（1981 年～1987 年）は、強
圧的な権威主義が国民を統治し、それに対抗する民主化運動が起こった時期であった。そこで政権は、
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社会の混乱を解決するために国民の関心をスポーツに誘導しながら体育分野を求めた。そして、教育















ことであり、21世紀を導いていく人を育てるために第 7 次教育課程の改訂をもたらした。第 7 次教育
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（2）学校舞踊教育 
① 小・中等学校の舞踊教育 




















第 3 次教育課程の舞踊教育についてキム・ジヨン（2010）は、第 2 次教育課程より内容のテーマが
分かれたが、実際の内容としてはあまり変わらず、エリート体育を求めた当時の政権によって、舞踊
を専門市内一般生徒のための舞踊教育はあまり進んでなかったと述べている36。 
次に、第 4 次教育課程（1981 年～1987 年）では、舞踊教育内容と領域が第 3 次教育課程と同一に
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学年別に提示され、民族舞踊と表現舞踊が構成された。一方、初めて統合教育課程が適用された時期
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大学校に最初の舞踊科ができたのは、現在の京畿大学である「朝陽保育初級大学」が 1954 年 3 月
30日に「朝陽保育師範学校」として昇格された際であり、保育科・児童文学科並びに「教育舞踊科」
が開設されたのである。しかし、1957 年 12 月に男女共学の「京畿初級大学」に変わり、それによっ
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（1）2007 年改訂教育課程（2009 年～2011 年） 
① 時代的な背景と教育の動向 
 舞踊教育課程について批判的な考察を行ったイ・ミヨン（2018）によれば、2007年改訂教育課程は、
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舞踊理論が含まれたのである。次に、第 5 次教育課程（1987年～1991 年）では、舞踊の芸術性がさら
に表れた教育内容ができ、前より動きと表現に対する認識・理解を求めた。続いて、第 6 次教育課程
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Zhiyi's Concept of The Precepts: Focusing on Ten Good Deeds 
 
文学研究科人文学専攻 博士前期課程修了 


















                                                          
1 『次第禅門』巻第一之下、「一正釈諸禅次第義者、行人従初持戒清浄、厭患欲界、繋念修習阿那波那、入欲界定、
依欲界定、得未到地。如是依未到地、次第獲得初禅乃至四禅。是名内色界定。」(T46, p. 480, a20-23) や、『法
華玄義』巻第四上、「諸禅中修六度者……若不持戒、禅定不発。又入禅時、雑念不起、任運無悪。是尸。」(T33, p. 
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得生天上。」(T02, p. 273, a4-6) を参照。 
12 『増一阿含経』巻第十六、「若善男子善女人、欲求作声聞、縁覚、仏乗者、悉成其願。吾今成仏、由其持戒。五
戒、十善、無願不獲。」(T02, p. 626, a21-23) を参照。 
13 『大品般若経』巻第五、「云何名尸羅波羅蜜。須菩提、菩薩摩訶薩以応薩婆若心、自行十善道、亦教他行十善道。





18 『大般涅槃経』（南本）巻第十一、「有二種戒、一者性重戒、二者息世譏嫌戒。性重戒者、謂四禁也。」(T12, p. 
674, b4-5) 、『阿毘達磨倶舎釈論』巻第十一、「前四名戒分、従離殺生乃至離妄語、此四離性罪故。」(T29, p. 232, 
b29-c2) 、『大乗義章』巻第十二、「次辨遮性、五中前四遠離性罪、後之一戒防禁遮悪。」(T44, p. 696, b21-22) 
などを参照。 
19 『大智度論』巻第四十六、「十善道為旧戒、余律儀為客。復次、若仏出好世、則無此戒律。如釈迦文仏、雖在悪
世、十二年中亦無此戒、以是故知是客。復次、有二種戒。有仏時或有或無。十善、有仏無仏常有。」(T25, p. 395, 
c8-12) を参照。 
智顗の戒律思想 

































知説十善道、則摂一切戒。」(T25, p. 395, b18-29) を参照。 
25 注 19を参照。 
26 『次第禅門』巻第一之下、「一有漏法者、謂十善、根本四禅、衆生縁四無量心、四空定。是所以者何。此十二門




往拠菩薩禅門。以此義故、約三法為門。」(T46, p. 479, a25-b8) を参照。 
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28 『次第禅門』巻第二、「若約小乗、七衆発心、受戒作法不同故、得戒亦有優劣。如優婆塞優婆夷在家有五戒相。
若本未入仏法男子女人、不殺父害母、不作逆罪、遇好良師教、帰依三宝、為受五戒作法成就、即五戒無作起、名得
五戒。従此名清信士女。復次明沙弥有十戒相。……」(T46, p. 484, b14-20) を参照。 
29 不欠戒、不破戒、不穿戒、無瑕戒、随道戒、無著戒、智所讃戒、自在戒、具足戒、随定戒。『次第禅門』巻第二 
(T46, p. 484, c18-p. 485, a5) を参照。 
智顗の戒律思想 
























                                                          
30 『大智度論』巻第十三、「尸羅〔秦言性善〕、好行善道、不自放逸、是名尸羅。或受戒行善、或不受戒行善、皆
名尸羅。尸羅者、略説身口律儀有八種。不悩害、不劫盗、不邪婬、不妄語、不両舌、不悪口、不綺語、不飲酒。及
浄命、是名戒相。」(T25, p. 153, b9-13) を参照。 
31 『次第禅門』巻第二、「如摩訶衍論説、尸羅、秦言好善。好行善道、不自放逸、是名尸羅。或受戒行善、或不受
戒行善、皆名尸羅。若不受戒行善名尸羅者、既有尸羅、豈不得発諸禅三昧耶。」(T46, p. 487, a7-10）を参照。 
32 『次第禅門』巻第二、「今明懺悔方法、教門乃復衆多、取要論之、不過三種。一作法懺悔、此扶戒律、以明懺悔。
二観相懺悔、此扶定法、以明懺悔。三観無生懺悔、此扶慧法、以明懺悔。此三種懺悔法、義通三蔵摩訶衍、但従多
為説。前一法多是小乗懺悔法、後二法多是大乗懺悔法。……」(T46, p. 485, b29-c6) を参照。 
33 『次第禅門』巻第二、「罪有三品。一者違無作起障道罪、二者体性罪、三者無明煩悩根本罪。……二明観相懺者、
破除体性悪業罪。故摩訶衍論云、若比丘犯殺生戒、雖復懺悔、得戒清浄、障道罪滅、而殺報不滅。此可以証前釈後。
当知観相懺悔、用功既大、能除体性之罪。」(T46, p. 486, c4-12) を参照。 
34 『大智度論』巻第四十六、「復次、戒律中戒、雖復細微、懺則清浄。犯十善戒、雖復懺悔、三悪道罪不除。如比
丘殺畜生、雖復得悔、罪報猶不除。」(T25, p. 395, c12-15) を参照。 
35 殺生・偸盗・邪婬の身業三つ、妄語・両舌・悪口・綺語の口業四つ、貪欲・瞋恚・邪見の意業三つ。 
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   次十善而辨三帰者、如来未興於世、爾時已有十善之化、是為世間旧善。豈有三宝之可帰。大聖
初成正覚、方因提謂長者、開授三帰之戒。翻邪帰正、以為入聖之根本。……仏法以此三帰為本、
通発一切戒品及諸出世善法。豈同十善之旧法耶。(『法界次第初門』巻上之下、T46, p. 670, b7-14) 








                                                          
36 『法界次第初門』巻上之上、「次十悪而辨十善者、若人能知悪是乖理之行故、現在将来由斯招苦、則必須息悪行
善、可以来世永致清升之楽果。」(T46, p. 669, c25-27) を参照。 
37 『法界次第初門』巻上之上、「次此応出四重、五逆、七逆、謗方等経、用僧鬘物、作闡提行、十六悪律儀等。諸







果僻信邪心之悪。行善者当行正信帰心正道生智慧之善心。」(T46, p. 670, a5-26) を参照。 
39 『法界次第初門』巻中之下、「集以招聚為義。若心与結業相応、未来定能招聚生死之苦。故名為集。集有三種業、
摂一切業。一不善業、即十不善也。二善業、即十善也。三不動業、即十二門禅也。」(T46, p. 680, b13-16) を参
照。 
40 『大智度論』巻第八十八、「善名欲界中善法、喜楽果報。不善名憂悲苦悩果報。不動名生色無色界因縁業。」(T25, 
p. 681, b16-18) を参照。 
41 波利と共に、成道した釈尊に、最初に供養して帰依した商人。 
智顗の戒律思想 









  六波羅蜜の尸羅波羅蜜について、以下のように説明する。 
 

















                                                          
42 十善を旧善とする表現は、吉蔵の『中観論疏』にも見られ、『大智度論』を出典として明示している。『中観論
疏』巻第八 (T42, p. 118, b14-16) を参照。 
43 『法界次第初門』巻上之下、「五戒是一切大小乗尸羅根本。若犯五戒、則不得更受大小乗戒也。若能堅持、即是
五大施也。此五通名戒者、以防止為義。能防悪律儀無作之非、止三業所起之悪、故名防止。」(T46, p. 670, c17-21) 
を参照。 
44 『法界次第初門』巻上之下、「次此応明在家優婆塞優婆夷一日一夜八戒、出家沙弥沙弥尼十戒、式叉摩那尼六法
戒、比丘比丘尼十種得戒、五篇七聚相、乃至菩薩十重四十八軽戒、及三千威儀、八万律儀。」(T46, p. 671, a16-20) 
を参照。 
45 注 30を参照。 
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46 『維摩経文疏』巻第九 (X18, p. 523, c16-p. 524, a1)、『摩訶止観』巻第四上 (T46, p. 37, a4-b27)、同巻





48 『法華文句』巻第一上、「余二十七於金陵聴受、六十九於丹丘添削、留贈後賢、共期仏慧。」(T34, p. 1, b21-22) 
と灌頂が記した通り、二十七歳の時（587年）に講説を受けたとしている。 
49 『摩訶止観』巻第一上、「智者、大隋開皇十四年四月二十六日、於荊州玉泉寺、一夏敷揚二時慈霔。」(T46, p. 
智顗の戒律思想 






















                                                                                                                                                                  













57 『仏説仁王般若波羅蜜経』巻上、「十善菩薩発大心、長別三界苦輪海。」(T08, p. 827, b14) を参照。 
58 『三観義』巻下、「三明能運至者、行者即是不思議因縁衆生。理即是大乗也。因理即故、有名字。名字即、即是
仮名発心。欲乗大乗、名観行即。正乗大乗、欲出三界、乃至始出三界、名相似即。仁王経云、十善菩薩発大心、長
別三界苦輪海。」(X55, p. 682, a11-15) を参照。 
59 『維摩詰所説経』巻中、「文殊師利言、有身為種、無明有愛為種、貪恚礙為種、四顛倒為種、五蓋為種、六入為
種、七識処為種、八邪法為種、九悩処為種、十不善道為種。以要言之、六十二見及一切煩悩、皆是仏種。」(T14, p. 
549, a29-b4) を参照。 
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60 『三観義』巻下、「経言、十不善道為種。即縁因如来種。縁因仏性之異名也。」(X55, p. 677, c2-3) を参照。 
61 聖行、梵行、天行、嬰児行、病行の五つの行い。『大般涅槃経』（南本）巻第十一、「爾時、仏告迦葉菩薩、善
男子、菩薩摩訶薩応当於是般涅槃経、専心思惟五種之行。何等為五。一者聖行、二者梵行、三者天行、四者嬰児行、
五者病行。善男子、菩薩摩訶薩常当修習是五種行。」(T12, p. 673, b22-26) を参照。 
62 『四教義』巻第十、「和光利行、能令衆生、得見菩薩、同其始学。漸修五戒十善人天果報、三十三天楊葉之行。
又示二百五十戒、観練薫修禅、四諦十二因縁、三十七道品。」(T46, p. 758, c10-13) を参照。 
63 『四教義』巻第七、「仙人答曰。吉無不祥。太子相好分明。其若在家、当作転輪聖王飛行皇帝、王四天下、十善
化世。其若出家、必成自然之仏、度脱万姓。」(T46, p. 746, a2-5) を参照。 
64 『四教義』巻第九、「菩薩若不随愛見破戒、即具五支諸戒。……菩薩善能護持諸戒、得入於初不動地。菩薩住不
動地中、不動、不退、不堕、不散、是名菩薩修戒聖行。」(T46, p. 753, c11-21) を参照。 
65 『維摩経玄疏』巻第四、「若得十信成就、即能見真諦理、断界内見思、亦能見俗諦理、分別十法界、法心無謬乱、
生相似中道之解、伏界外無明。故仁王経云、十善菩薩発大心、長別三界苦輪海。法華経明意根清浄云、雖未得菩薩
無漏智慧、而其意根清浄如此。」(T38, p. 541, a1-7) を参照。 
66 『維摩経玄疏』巻第五、「三方便解脱即是業道者、文殊師利云、十不善道為種。此即縁因種、方便解脱之種也。
種即是性。」(T38, p. 553, a16-18) を参照。 
智顗の戒律思想 


























満願。歴四土来生。諸義類直心可知。(『維摩経文疏』巻第八、X18, p. 512, c11-17) 
   ［持戒には］五種がある。第一は事相の持戒で、これは凡夫である。次に四種の持戒は、四教
によって四種の正語・正業・正命を明かしているが、すべて持戒と名づける。くわしく解釈すれ
                                                          
67 『維摩経文疏』巻第五 (X18, p. 492, a2-3) を参照。 
68 『維摩経文疏』巻第九 (X18, p. 524, a5-7) を参照。 
69 『維摩経文疏』巻第十二 (X18, p. 546, b17-18) を参照。 
70 『維摩経文疏』巻第七、「一世間直心者、如世人内懐実録、無有欺誑。即是直心。此乃凡夫外道十善之直。雖世
間妄情謂為是直、理而言之猶諂曲。諺言痴直、即是其義也。」(X18, p. 510, a12-15) を参照。 
71 『維摩経文疏』巻第七 (X18, p. 510, a23) を参照。 
72 『維摩詰所説経』巻上 (T14, p. 538, b6-7) を参照。 
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持非犯戒、皆名為毀戒也。 (『維摩経文疏』巻第九、X18, p. 523, c16-22) 








                                                          
73 『中阿含経』巻第五十八、「法楽比丘尼答曰、非八支聖道摂三聚、三聚摂八支聖道。正語、正業、正命、此三道
支聖戒聚所摂。……是謂非八支聖道摂三聚、三聚摂八支聖道。」(T01, p. 788, c8-14) を参照。 
74 『大智度論』巻第十九、「戒者、正語、正業、正命。」(T25, p. 198, b10) を参照。 
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75 『維摩経文疏』巻第十五、「今明懺悔罪滅有三種。一作法懺、除滅違無作罪、此是毘尼明懺悔法也。二観相懺悔、
除滅性罪、此依定門明懺悔也。三観無生懺悔、除滅妄想根本罪、此依慧門懺悔也。復次、違無作罪障戒、性罪障定、
根本罪障慧。」 (X18, p. 573, a17-21) を参照。 
76 『維摩経文疏』巻第十五、「二観相懺者、如諸大乗方等経所明行法、見罪滅相。菩薩戒云、懺悔若見光華種種好
相、罪即得滅。若不見好相、雖懺無益。若見好相、非但違無作罪滅、性罪亦滅、而根本罪不滅也。取相心動、則心
水不清、珠豈得現。此亦是擾其心也。」(X18, p. 573, b3-8) を参照。 
77 注 30を参照。 
78 注 19を参照。 
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79 『四分律』巻第三十五、「白四羯磨当作如是問、汝不犯辺罪。」(T22, p. 814, c12-13) を参照。 
80 『摩訶止観』巻第四上、「若性戒清浄、是戒度根本、解脱初因。因此性戒、得有無作受得之戒。……戒定道共通
是戒名、説通以性戒為本。故経云、依因此戒、能生禅定及滅苦智慧、即此意也。」(T46, p. 36, b13-23) を参照。 
81 『摩訶止観』巻第四上、「不欠戒者、即是持於性戒乃至四重。」(T46, p. 36, b24-25) を参照。 
82 『摩訶止観』巻第四上、「束前三種戒、名律儀戒。秉善防悪、従初根本、乃至不穿、繊毫清浄、束名律儀戒。凡
夫散心、悉能持得此戒也。」(T46, p. 36, c21-24) を参照。 
83 『摩訶止観』巻第五上、「問。十境條然別不。答。四念処是陰別、観空聚是入別、無我是界別、五停心煩悩別、
八念病別、十善業別、五繫魔別、六妙門禅別、道品見別、無常苦空慢別、四諦十二縁二乗別、六度菩薩別。」(T46, 
p. 51, b15-19) を参照。 
84 『摩訶止観』巻第五上、「三善表楽為相、定善聚為性、升出色心為体、楽受為力、起五戒十善為作、白業為因、
善愛取為縁、善習果為果、人天有為報、応就仮名初後相在為等也。」(T46, p. 53, c10-13) を参照。 
85 『摩訶止観』巻六上、「束於十善、即是五戒。深知五常五行義、亦似五戒。」(T46, p. 77, b3-4) を参照。 
86 『摩訶止観』巻第七下、「如此次第念進慧定陀羅尼戒護廻向願等十信具足、名六根清浄相似之位、四住已尽。仁
王般若云、十善菩薩発大心、長別三界苦輪海。即此意也。」(T46, p. 99, a22-26) を参照。 
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89 『大般涅槃経』（南本）巻第十一、「有二種戒、一者性重戒、二者息世譏嫌戒。性重戒者、謂四禁也。」(T12, p. 
674, b4-5) を参照。 
90 『法華玄義』巻第三下、「此両支属律儀、作法受得之戒也。後三支、非作法、是得法。得法時乃発斯戒也。」(T33, 
p. 717, a4-5) を参照。 
91 『大乗義章』巻第一、「晋武都山隠士劉虬説言、如来一化所説、無出頓漸。華厳等経、是其頓教。余名為漸。漸
中有其五時七階。言五時者、一仏初成道、為提謂等、説五戒十善人天教門。……」(T44, p. 465, a11-15) を参照。 
92 『法華玄義』巻第十下、「人言漸教中有七階五時。言仏初成道、為提謂波利、説五戒十善人天教門。然仏随衆生、
宜聞便説、何得唯局初時為二人説五戒也。……初説五戒時、未化陳如、与誰接次而名為漸。」(T33, p. 812, c17-26) 
を参照。 
93 『法華玄義』巻第六下、「若修持十善、任運無間、善心成熟即天業。」(T33, p. 759, c3-4) を参照。 
94 『法華玄義』巻第四上、「不為不浄、作十悪業。慚愧羞鄙、行三品十善、感三善道生。」(T33, p. 720, c21-22) 
を参照。 
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95 『法華文句』巻第二下 (T34, p. 26, a20) を参照。 
96 『法華文句』巻第六上、「蹲踞土埵者、修十善戒能生六天、六天是欲界高処、事如土埵也。」(T34, p. 75, c27-28) 
を参照。 
97 『法華文句』巻第三下、「引導衆生令離諸著者、説散十善離三途著、説浄十善離欲界著、説三蔵離見思著、説菩
薩法離涅槃著、説仏法離順道法愛著。」(T34, p. 41, b28-c2) を参照。 
98 『法華文句』巻第七上、「五乗者、五戒乗出三途苦、十善乗出人道八苦、声聞乗出三界無常苦、縁覚乗出従他聞
法苦、菩薩乗出内無利智外無相好苦、是為五乗。」(T34, p. 93, c13-16) を参照。 
99 『法華文句』巻第八下、「若束十善為六者、不殺至不妄語是檀、不両舌是尸、不悪口是忍、不綺語是進、不貪瞋
是禅、不邪見是般若。」(T34, p. 115, b11-13) を参照。 
100 『菩薩地持経』巻第九、「如是浄心満足、次第入増上戒住。入増上戒住已、性戒具足転邪業迹、所摂悪戒一切
不行。況復中上。如是性戒具足、染汚不染汚業、善趣悪趣業迹、因処果処如実知、報果依果及彼業如実知。自断十
悪行十善業、復以此法教授衆生。……」(T30, p. 942, a3-8) を参照。 
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1 佐藤［1961］など。 
2 佐藤［1961: 448］を参照。 
3 二十六巻以降は灌頂が補遺した。 
4 佐藤［1961: 416-448］を参照。 
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5 佐藤［1961: 416-448］を参照。 
6「逮旨、送初卷義疏」（『国清百録』巻第三「王謝義疏書第五十一」、T46, no. 1934, p. 808, a11）を参照。な
お、本稿における漢文資料の底本は、中華電子佛典協會の CBETA データベースに基づき、『大正新脩大蔵経』『新
纂大日本続蔵経』のテキストを用い、引用文の末尾には、『大正』『続蔵』の頁数、段、行数を記載する。 
7 佐藤［1961: 421］ではこのように理解しているが、異説もある。 
8「去歳、經蒙一旨、至今保持。奉齎十卷玄義、往仁壽宮服讀八遍、麁疑略盡、細閡難除。新治六卷并入文八軸、
為莊染未竟、少日鑽研」（『国清百録』巻第四「秘書監柳顧言書第一百一」、T46, no. 1934, p. 821, c14-17）を
参照。 
9「悉檀内外耳未曾聞。故知龍樹代佛不可思議」（『国清百録』巻第三「王謝義疏書第五十一」、T46, no. 1934, p. 
808, a12-13）を参照。 
10 佐藤［1961: 421-422］では、晋王広の謝状や書状にある「今所著述」（『国清百録』巻第三「王謝義疏書第五
十一」、T46, no. 1934, p. 808, a13）や「始制義疏」（同「王論荊州諸寺書第五十二」、同 p. 808, a19）などの記
述や、智顗の遺書に「令著淨名疏」（同「遺書与晋王第六十五」、同 p. 809, c29-p. 810, a1）とあることから、智
顗自ら筆を執ったものであるとしている。『別伝』にも「智者頻辭不免、乃著淨名經疏」（T50, no. 2050, p. 195, 
c3-4）とあるが、智顗の親撰に近いものと判断するのは問題ないとしても、これらの記述だけでは、智顗自らが筆
を執ったと断定するのは難しい。 
11 山口［2017: 48］を参照。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 
－ 285 － 
『国清百録』巻第三「遺書与晋王第六十五」 
此之義疏、口授出本。一遍自治、皆未搜簡經論、僻謬尚多、不堪流布。既為王造、寧羞其拙。














る」（「今輒於文前、撰五重玄義」、T38, no. 1777, p. 519, a8-9）とあり、さらに『文疏』の冒頭が、
「次にこの経（『維摩経』）の文〔の解釈〕に入るにあたり、おおよそ五つの意として明らかにする」
















清百録』巻第三「王答遺旨文第六十六」、T46, no. 1934, p. 811, a6-7）とあり、遺旨のままに焼却したとしてい
る。 
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14「在山兩夏、專治玄義、進解經文至佛道品、為三十一卷」（『国清百録』巻第三「遺書与晋王第六十五」、T46, 
no. 1934, p. 810, a4-6）、「先師天台智者内弟子、灌頂・普明至、奉接十七年十一月二十一日遺書七紙・手迹四十
六字・并淨名義疏三十一卷・犀角如意・蓮華香罏等」（同「王答遺旨文第六十六」、同 p. 810, c8-11）を参照。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 







①十二部經名義、具出悉檀大本。（巻第一、T38, no. 1777, p. 522, a7-8） 
十二部経の名義は、詳しくは悉檀大本に出ている。 
 
②八萬四千法藏名義、具出三觀大本。（巻第一、同 p. 522, b5-6） 
八万四千の法蔵の名義は、詳しくは三観大本に出ている。 
 
③今撰四教義、遍通諸經。別有大本。（巻第三、同 p. 534, a14-15） 
今、四教の義について撰述して、広く諸経を解釈する。〔これについては〕別に大本がある。 
 














答曰。此義交加、關涉不易。具在大本。（巻第三、同 p. 539, a26-27） 
質問する。これは別教の菩薩であるからには、どうして無作の四諦の観門を修することができ
                                                          
15 文の表出は佐藤［1961: 431-432］を参考にした。引用文の句読点および現代語訳は筆者による。 
16『大正』では「二」に作るが、文意により「三」に改める。 
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⑧引證・解釋、具在四教大本。（巻第四、同 p. 542, a9-10） 
〔円教の位を明らかにする〕引証・解釈は、詳しくは四教大本にある。 
 

























                                                          
17 佐藤［1961: 432］も同じように指摘する。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 






























明四教義也。（T46, no. 1929, p. 725, a26-b1） 
質問する。四教は広く多くの経に通じている。どうして、ただこの経（『維摩経』）だけ、文
（随文釈義）の前で〔四教を〕広く明らかにしようとするのか。 
                                                          
18『大正』では「通」に作るが、異本および文意により「運」に改める。 
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19 佐藤［1961: 291-400］を参照。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 
－ 291 － 
維摩経疏の第二回献上本は、「新治六卷并入文八軸」（『国清百録』巻第四「秘書監柳顧言書第一









T46, no. 1934, p. 810, a10-11）、そのため、「弟子に託して後本を部分的に写させ」（「囑弟子抄寫

















                                                          
20「解釋顯在法華疏也」（T38, no. 1777, p. 560, a23）、「分別具在法華玄義」（同 p. 560, c22-23）、「法華玄義
別當委出也」（同 p. 561, c17）、「備出法華玄義也」（同 p. 561, c27）、「法華玄辨四教義、方可得」（同 p. 562, 
b19）の五つ。 
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続いて、文字数の比較であるが、『四教義』67,888 字は、「四教分別」では 19,058 字となってお
り、約 28％に圧縮されているのがわかる。逆にいえば、『四教義』は「四教分別」の約 3.6 倍の分量
となっている。第二「辨所詮」は、第一項「約四諦理」において省略が著しく、「四教分別」では約
                                                          
24 菅野［1990］では、『三観義』と『玄疏』「三観解釈」とともに、『四教義』と「四教分別」の構成上の比較
対照を行っており、本稿においても参照する。 




の第五「成諸乗義」における「不思議十法成観行即」（T38, no. 1777, p. 530, c23-p. 531, b14）の箇所において、
『四教義』巻第十一「円教明位」（T46, no. 1929, p. 761, c23-p. 762, b15）の十法の説明が依用されている。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 
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26％になっている。また、『四教義』全体の約 71％にあたる 48,395 字を、第四「約四教位分別浄無











(T38, no. 1777) 
文字数 
(計 19058) 
0 小序(721a6) 216 216 0 明四教分別(532b5) 175 175 
1 釈四教名(721a19) 126 6016 1 釈四教名(532b16) 2547 2547 
1.1 正釈四教名(721a27) 1961   
1.2 覈定(722c4) 822   
1.3 引証(723a24) 973   
1.4 料簡(723c24) 1889   
1.5 経論用四教多少不同
(725a21) 
245   
2 辨所詮(725b14) 196 5046 2 辨所詮(534a20) 181 2430 
2.1 約四諦理(725b25) 2899  2.1 約四諦理(534b2) 753  
2.2 約三諦理(727b28) 853  2.2 約三諦理(534c17) 472  
2.3 約二諦理(728a24) 468  2.3 約二諦理(535a16) 424  
2.4 約一諦理(728b23) 630  2.4 約一諦理(535b12) 600  
3 明四門入理(729a10) 149 3922 該当箇所なし   
3.1 略辨四門相(729a19) 1342   
3.2 正明四門入理(730a12) 402   
3.3 四悉檀起四門教(730b7) 803   
3.4 約十法成四門義(730c26) 921   
3.5 信法両行四門不同
(731b23) 
305   
4 約四教位分別浄無垢称義
(731c20) 
81 48395 3 約四教位分別浄無垢称位
(535c18) 
67 9734 
4.1 約三蔵教位(731c24) 21573  3.1 約三蔵教位(535c22) 1968  
4.2 約通教位(747a25) 6700  3.2 約通教位(537a22) 2045  
4.3 約別教位(751c23) 11592  3.3 約別教位(538b26) 2624  
4.4 約円教位(760a19) 7849  3.4 約円教位(540b13) 2640  
4.5 約五味以結成(765c3) 391  3.5 約五味譬以結成(542a23) 390  
4.6 約経論辨位多少(765c26) 209  該当箇所なし   
5 明権実(766a10) 27 2438 4 明権実(542b17) 24 2452 
5.1 略明権実(766a12) 416  4.1 略明権実(542b18) 416  
5.2 格位(766b7) 1064  4.2 格位(542c14) 1061  
5.3 明興廃(767a13) 931  4.3 明興廃(543b18) 951  
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6 約観心明四教(767c10) 123 552 5 約観心明四教(544a15) 123 569 
6.1 明三蔵教(767c18) 245  5.1 明三蔵教(544a23) 248  
6.2 明通教(768a3) 44  5.2 明通教(544b8) 45  
6.3 明別教(768a6) 52  5.3 明別教(544b11) 54  
6.4 明円教(768a9) 88  5.4 明円教(544b14) 99  
7 通諸経論(768a14) 21 1303 6 通諸経論(544b20) 586 1151 
7.1 対諸経論(768a15) 586  
7.2 通釈此経文義
(768b21-769a4) 







































ついては、「四教分別」では八つの項目名だけが列挙されている（T38, no. 1777, p. 536, c18-20）。
同じように、通教に約す箇所において、乾慧地の三賢位（五停心・別相念処・総相念処）が詳しく説
かれるが、これも「四教分別」では項目名だけが列挙される（同 p. 537, b19-22）。別教に約す箇所
では、七位（菩薩の階位）について詳しく説かれ、その中で二十五三昧なども扱われるが、いずれも
「四教分別」では削除されている。さらに別の大項では、第二「辨所詮」において、四種の四諦説が詳














                                                          
27「九為令今一家義學、善別内外猛浪之説、明識大聖枯榮教門。十為令一家坐禪學、別識一切内外邪非、精通大小
乘觀取捨、得真正入佛道也」（T46, no. 1929, p. 732, b26-29）を参照。 
28「毘曇雖劣、而是佛法根本。是故佛去世後、流傳利物。且又大乘經論、破小乘用小。多取毘曇有門、少用空門。
故須略出毘曇有門佛法根本・賢聖之次位也」（T46, no. 1929, p. 741, a25-b1）を参照。 
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に前に明らかにした通りである」（「從三觀起四教、已如前辨」、T46, no. 1929, p. 767, c11）によ
って、指示されている箇所である。しかし、「四教分別」では、この三観と四教の相互依存関係を示
した箇所は削除されているにもかかわらず、「四教分別」の第五「約観心明四教」において、「從三
觀起四教、已如前辨」（T38, no. 1777, p. 544, a16）という、その箇所を指示する文章が残ってしま
っている。これは、複雑な修治の過程における錯誤の一例といえる。 
一方、『四教義』には錯誤ともいうべき科段の混合が二箇所に見られる（T46, no. 1929, p. 746, c28-p. 




問。何等為生得慧、何等為方便慧耶。答云32」（T46, no. 1929, p. 742, b2-3）とあるが、「答云」に
続く内容が記されていない。もう一つは、巻第七の「問。何故作白象形非餘」（同 p. 745, c15-16）
とあるのに対し、答えが記されず、次の項目に移っている。 
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假、行於非道通達佛道也。（T38, no. 1777, p. 545, a16-19） 
                                                          
34 本純の『維摩詰経玄疏籤録』（巻第四、26 丁右葉）には、「通用二字、宋本作用通教三字。大本亦同。今文錯
也」とある。 
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35「從體假入空、故有通教起。若約第二從空入假之中、即有別教起」（『四教義』巻第一、T46, no. 1929, p. 724, a8-9）
を参照。 
36 ①T38, no. 1777, p. 536, c28-p. 537, a2、②同 p. 537, b22-24、③同 p. 538, a10-13、④同 p. 538, c22-25、⑤同
p. 539, a4-8、⑥同 p. 539, a24-26、⑦同 p. 539, a26-28 の七つ。 
『四教義』と『維摩経玄疏』「四教分別」の比較研究 
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「四教分別」の「約通教辨位釈浄無垢称位」にある「明名別位通」の項では、『大智度論』の引用が
付加されている（T38, no. 1777, p. 538, a5-9）。この箇所は、『法華玄義』（T33, no. 1716, p. 730, c1-8）






の同一箇所では、「一者位數不同、二斷伏高下不同、三對諸法門不同」（T46, no. 1929, p. 752, a14-16）
と三つの項目が科段として提示されているものの、本文では第二項と第三項が明確に分けられてはお
らず（同 p. 752, a25-b25）、やや不自然な感があるのに対し、「四教分別」では、表現を改めながら、
本文上で明確に第二項と第三項が分けられている（T38, no. 1777, p. 538, c17-25）。これは、「四教
分別」において、よりわかりやすく訂正したものと考えられる。 
また、同じ「約別教明位釈無垢称義」で述べられる別教の菩薩の階位のうち、十信位・十住位・十
行位・十廻向位・十地位において（T38, no. 1777, p. 538, c27-p. 539, b12）、さらに、「約円教明位

















                                                                                                                                                                  
37 第１章３で示した、『玄疏』における第一回献上本を指示する文のうち、④⑦がそれにあたる。 
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佐藤哲英 1961『天台大師の研究』百華苑. 











Anti-Japanese Boycotts by the Chinese in British Malaya and 
Japan's Responses, 1908-1919 
 
文学研究科人文学専攻哲学歴史学専修博士後期課程 
黄   穎 康 
Ng Weng Hong 
 
はじめに 











 そして、1980 年代から中国の改革開放が進展し、1990 年代から中国と東南アジアの関係が再び密接
になると、中国やシンガポールを中心に中国に対する同胞意識の高まりの表れとしてマラヤ華人の抗
日運動研究が活発化した。その中では、1930 年代の抗日救国運動が注目され、その愛国主義・民族主




2 cf. Current Population Estimates, Malaysia, 2017-2018; Population Trends, Singapore, 2018. 
3 本稿では、マレー半島及びその周辺のシンガポール・ペナン等の島々を総称する言葉として「マラヤ」を用いる。 
4 陳嘉庚（タンカーキー、1874-1961）、福建省泉州府同安県生まれ。1891 年にシンガポールへ移住。1909 年にマレー
半島におけるゴム栽培事業で成功した。1910 年にシンガポールで中国同盟会に参加し、1911 年の辛亥革命では福建
革命軍政府を支援し、シンガポールの福建省出身華人の代表的存在として知られるようになった。教育事業にも注力し、
1912 年以降、郷里の福建省に集美学校を設立し、1921 年には厦門大学を創設した（市川 1984: 3-28）。陳嘉庚について
の研究は多数あり、特に一次史料として本人の回顧録である陳嘉庚（1946）がよく使われている。 
5 南洋華人機工に関する最新の研究に、黄・黄（2015）、夏（2016a）（2016b）がある。 
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 20 世紀初頭のマラヤ華人社会は、大きく分けて中国生まれ華人（China-born Chinese）と、海峡植民地8




















                                                          
6 マラヤ華人の排日・抗日運動に関する研究に Akashi （1968, 1970）、明石（1971）、レオン（1993）、黄・趙・
叢（1995）、原（2011）、林・張（2008）、李（2015）がある。 
7 本稿では、日貨排斥運動（対日ボイコット）、在留日本人への暴行・脅迫など排外的な動きを「排日運動」として扱う。










－ 307 － 
I．辰丸事件（1908 年）と安奉鉄道改築問題（1909 年）をめぐるマラヤにおける排日運動
の発生 




























                                                          
12 辰丸事件の展開とこれに起因する排日運動の発生に関しては、（菊池貴晴 1966:  第二章）・（菅野 1982: 17）・ 
（呉 2017: 124）、参照。 
13 華民護衛署（Chinese Protectorate）は 1877 年設立された部署であり、華人社会の統括や華人保護を目的とした
活動を行なった。 
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 シンガポールにおける排日運動の発生を受け、駐シンガポール日本領事館事務代理の岸倉松は、1908 年 
5 月 14 日に外務大臣に宛てた文書で、現時点ではほとんど影響がないとしながらも、広東商人が秘密
裏に檄文を起草して他の華商に読ませているとの情報を得ているとして、運動を大きくさせないため











                                                          
14 The Straits Times, 15th May 1908, p.7, “Japanese Boycott”. 
15 「外務省記録」、1908 年 5 月 14 日、在シンガポール岸事務代理より林董外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル本邦品



































                                                          
17  1907 年、陳楚楠・張永福・林義順・許子麟・鄧子瑜等の中国同盟会メンバ―が保皇派の『南洋総匯報』から脱退
し、中国同盟会シンガポール分会の機関紙として創刊した華字新聞。田桐が主筆で、居正・陶成章・胡漢民・林文・汪兆銘・
方瑞麟等が投稿者として立憲保皇派を批判する論説などを載せた。 
18 「外務省記録」、1908 年 5 月 14 日、在シンガポール岸事務代理より外務大臣林董宛「新嘉坡ニ於ケル本邦品「ボイコット」
に関する件」、JACAR, B11090241200（第 82 画像目から）、清国ニ於テ日本商品同盟排斥一件、第二巻（B.3.3）（外
務省外交史料館）、参照。 
19 cf. The Singapore Free Press and Mercantile Advertiser, 13th May 1908, p.4, “Wednesday, May 13, 1908”. 
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 1908 年 5 月に始まったマラヤでの排日運動は、断続的ではあったが、約 1 年半にわたり継続された。特
にその終盤では、1909年8月に安奉鉄道改築問題（満洲進出をはかる日本政府がイギリスと協力し、清
朝に広軌改築の改良工事を強引に認めさせた問題）が発生したことも重なり（菅野 1976:10）、過激
な動きも見られた。1909 年 9 月 18 日には、クアラルンプールで華工が日本人婦人を殴打し、数人
が逮捕される事件が発生した20。10 月 6 日にはペラ州全域で排日運動が起こり、そのうちカンパル（Kampar）
では暴動が発生した21。10 月 13 日にはペナンとクアラルンプールでも排日運動が発生したが、この
とき日本領事館は運動の過激化を警戒してイギリス植民地政府にその鎮圧を要請している22。 
                                                          
20 『叻報』1909 年 10 月 4 日、「華人抵制日本之風潮専電」、参照。 
21 『叻報』1909 年 10 月 6 日、「白蝋華僑抵制日人専電」、参照。 
22 「外務省記録」、1909 年 10 月 13 日、在シンガポール鈴木領事より小村外務大臣宛「彼南地方ボイコット運動勃
発ニ関シ報告ノ件」、JACAR, B11090245100（第 96 画像目から）、清国ニ於テ日本商品同盟排斥一件、第八巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
1908‐1919 年における英領マラヤ華人の排日運動と日本の対応 
－ 311 － 















II．対華 21 カ条要求（1915 年）を契機とするマラヤでの排日運動 
 1914 年 7 月に始まった第一次世界大戦において、日本は日英同盟に基づきドイツに宣戦布告し、
ドイツが中国から租借していた膠州湾（青島）を攻略した。そして 1915 年 1 月、日本は中華民国政府（袁世
凱政権）に対し、ドイツの山東省権益の継承と、南満州及び東部内蒙古など日露戦争で得た日本の権
益拡大など、5 項 21 カ条ヵからなる要求と希望を認めさせようとした。いわゆる「対華 21 ヵ条要求」
である。これに対して中国では大規模な反発が起こり、3 月以降、全国的に排日運動が展開








                                                          
23 「外務省記録」、1909 年 10 月 7 日、在シンガポール鈴木領事より小村外務大臣宛「彼南地方ボイコット運動勃発
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造記事によって猛烈に日本を攻撃している。3 月 2 日（旧暦の正月 15 日、すなわち元宵節）の夜に華人が行
列を作るのを宣伝の機会ととらえ、2・3 台の自動車に広告をのせ、「惨惨惨国亡令」等の文を大書して
市中を巡回し、群衆に向かって大道演説を行ない、人々の心を激昂させている。 






 シンガポールでは、1914 年 10 月に青島の戦い27が起こった時から日貨排斥を呼びかける檄文の配布が














                                                          
25 「外務省記録」、1915 年 3 月 22 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「新嘉坡在留中国人ノ日貨抵
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（3）クアラルンプール 






1912 年に中華民国が成立すると中国同盟会と他派を合わせて国民党を結成し、同年 12 月には中国同
盟会シンガポール分会28などを北京国民党シンガポール支部（The Singapore Communication Lodge of the 
Kuomintang of Peking）に改組し、その翌年には英領マラヤ各地に 27 の国民党支部を設けた。1913 年初
頭、袁世凱が国民党を弾圧するようになると、同年 7 月に国民党は「中華革命党」に改組し、マラヤ
に幹部を派遣して反袁活動の募金活動などを行なうようになった。1914 年 8 月には、国民党シンガポー
ル支部の活動がイギリス植民地政府により禁止されるが、南洋工業公司の名義で地下活動をつづけ、革命派
は現地の新聞・倶楽部・夜学校・書報社などの一員として活躍した（崔 2007: 32）・（李 2015: 319）。前述のよ
うに日本側は 1909 年の時点から革命派の動きを警戒しており、（1）のペナンでの排日運動も革命派














                                                          
28 1905 年に孫文が東京で中国同盟会が結成された後、1906 年シンガポール分会が結成され、福建省出身の陳楚楠が
会長、広東省出身の張永福が副会長、広東省出身の林義順が理事に就任した。 
29 「外務省記録」、1915 年 3 月 22 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「新嘉坡在留中国人ノ日貨
抵制運動ニ関シ報告及撒文送附ノ件」、「中国人ノ日貨排斥一件」『日本外交文書』大正四年第 2 冊、外務省編
纂、1966。 
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の盛り上がりを阻止しようとした。また扇動者の逮捕と集会の取り締まりも進めた。 
 排日運動の鎮静化に向けたイギリス植民地政府の姿勢は、1908 年の時よりも明らかに積極的であっ















 第一次世界大戦後、中国は日本からの山東省旧ドイツ権益の返還や対華 21 カ条要求の無効化を目
指して代表団をパリ講和会議に派遣したが、会議では日本の山東権益が容認され、国際的に承認され
ることになった。このことに失望と怒りを感じた人々が中国代表団に対して講和条約に調印しないよ








                                                          
30 「外務省記録」、1915 年 3 月 30 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「印度兵ノ暴動ニ関シ報告提出
ノ件」、「新嘉坡ニ於ケル印度兵暴動一件」『日本外交文書』大正四年第 3 冊下巻、外務省編纂、1969 年、参照。 











 5 月下旬、マレー半島のクアラルンプールでは、福建人学生十数名が 5 万元の運動費をもって日貨 
排斥を扇動した（菅野 1981:  73）。また当時の政府（北洋軍閥政府）の腐敗と無能を批判していた革
命派の国民党機関紙『益群報』の創刊者・編集長の呉鈍民33は、五四運動を支持し、日本の中国に対
する横暴・威嚇・強権行使を非難し、これに対しては日貨排斥や爆弾使用を含むあらゆる抗議行動が
許されると論じ、排日運動を指導した（原 2011:  76）。さらに 5 月末には華字新聞に排日に関する扇
動的記事が掲載され、6 月 5 日には排日運動を扇動する檄文が市中に配布された34。 








箱に火をつけてまわり、家具などを燃やした（レオン 2005:  265）。29 日には華人雑貨商組合が、日本
が青島（旧ドイツ権益）を返還しないうちは日本との一切との取引を中止し、これに違反する場合は 
500 海峡ドルの罰金を課すことを決議し、7 月 1 日には綿布商組合も同様の決議をして、以後表面上
の取引は中止の状態となった（菅野 1981: 74）。 
 ペナンでは、前述の「愛国同盟」だけでなく、広東省のアナキズム的組織「新社」の支部である「誠
社」も排日運動を煽った。6 月 21 日に日貨排斥のデモ隊が結成され、日本人の店舗に押し寄せ、日本商
品を破壊した。日本人売春婦が群衆の襲撃対象となり、日本製の人力車が憤怒の群衆によって燃やさ
れた。さらにデモ隊に参加した労働者は、倉庫の米を奪うなど連日米騒動を起こし、警察と衝突した
（崔 1965: 66）。 
 
                                                          
33 福建人、中国で良好の儒家教育を受け、日本での留学経験があると言われている。 
34 「外務省記録」、1919 年 6 月 17 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運




36 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 
－ 316 － 
2．過激化した排日運動による被害 






客は多少増加したが、売上高は少なくとも 5 割から 7 割まで減少した。売上高が最も減少した商品は
医薬類で、7・8 割の減少がみられ、綿布類と一般雑貨類も 5 割ほど減少した。比較的に減少幅が小さか
ったのは美術品・化粧品・ゴム園供給品などであり、2～4 割程度の減少にとどまった。 
 シンガポールでは、在留日本人小売商の約半数は主に華人向け商品を取り扱うため、排日運動の勃
発後、売上高は 5 割から 7 割まで甚だしく減少した。華人が主要顧客の日本人小売商は大打撃を受け、経営
困難に陥った。最も打撃を受けた商品は医薬類で、その次はビール類と一般雑貨であった。一方、6 月 19 日の
暴動により 5・6 名の日本人商人が損害を受け、20 日と 21 日には日本の南洋協会新嘉坡商品陳列館に避











 クアラルンプールでは、前述のように 5 月末以降に華字新聞における扇動的記事の掲載、6 月 5 日
に日貨排斥を煽る檄文の配布があり、さらに上海から排日運動者が入り込んで日本人商人と取引をし
ている華商を威嚇しようとしているようであるとして、日本領事がイギリス植民地政府に対して排日
                                                          
37 「外務省記録」、1919 年 10 月 2 日、石川南洋協会理事より斎藤通商局第一課長宛「南洋諸地域ニ於ケル日貨
排斥ニ関シ新嘉披坡商品陳列館長ノ報告書送付ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 
8 年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970。 
38 「外務省記録」、1919 年 6 月 26 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運
動ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 13 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻
（B.3.3）（外務省外交史料館）、参照。 
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運動の取り締まりを申し入れた39。 




隊を上陸させ、20 日朝 3 時半頃に暴徒を鎮静化させた。同日、日本領事は早朝から民政長官を訪ね、
警視総監列席のもと善後策を協議し、戒厳令の施行と、陸海軍兵及び警察官およそ 800 名で市内を厳
重警備することが決まった（菅野 1981: 74）。『マラヤ・トリビューン（Malaya Tribune）』1919 年 6 
月 27 日の記事によれば、この時（6 月 19 日～21 日）の暴動で 4 名が死亡し、131 名が逮捕され




国軍艦が 24 日の夜に同地に廻航され、25 日から戒厳令が実施された42。 











                                                          
39 「外務省記録」、1919 年 6 月 17 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運
動ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 2 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
40 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
41 『マラヤ・トリビューン（Malaya Tribune）』1919 年 6 月 27 日の記事によれば、この時の死者 4 名は広東人・
福建人・海南人・インド人各 1 名、逮捕者は福建人 62 名、広東人 23 名、海南人 14 名、日本人 12 名、客家人 11 名、
潮州人・上海人各 4 名、興化人 1 名の計 131 名であった。 
42「外務省記録」、1919 年 6 月 26 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運動
ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 13 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
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ある。『マラヤ・トリビューン』1919 年 6 月 21 日には、「海峡華人の有力者だけではなく、中国出身の
                                                          
43 Malaya Tribune, 19th June 1919, p.4, “The Boycott”. 
44 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
1908‐1919 年における英領マラヤ華人の排日運動と日本の対応 






























その背景には、第一次世界大戦中の1915 年 2 月 日に発生したシンガポールでのインド人兵士の暴動
事件があったと考えられる。この事件により、イギリス植民地政府はインド人だけでなく華人の集団
                                                          
45 Malaya Tribune, 21st June 1919, p.4, “The Riots”. 
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Although teachers’ beliefs relating to English education have been assessed in many studies, those of 
undergraduates have not been examined extensively. In Japan, undergraduates are required to register in 
pre-service teacher training courses offered by the universities to be a teacher in secondary school (Nayoro City 
University, 2013). In this program, courses that are included based on the educational personnel certification law 
are provided. School internship experiences are also included and could aid students in preparing to be a teacher 
(Hara, 2009). Traditionally, many Japanese teachers of English have taught their classes in the students’ native 
tongue (L1), Japanese (Yoshida, 2013, September). Nonetheless, their English skills have been described as 
insufficient (Nikkei Inc, 2015, May 25). In addition, study abroad opportunities have been a useful experience 
when preparing novice teachers, particularly related to improved English language skill (Matsuda, 2002). This 
study will evaluate how undergraduates’ principles in relation to English education change during the Special 
Lecture on English B Class that is held at Soka University.  
2. Review of Literature  
If undergraduates wish to be a teacher, they need to be enrolled in teacher training programs offered at 
universities. The students ought to select which school to teach such as kindergartens, elementary schools, and 
secondary schools. If they want to teach in secondary schools, they should choose which subject to teach such as 
English, mathematics, and science. The professors who supervise this program teach subjects that the teachers’ 
license law require. The lecturers help the students receiving the teaching license. By studying in a foreign 
country, the students’ and teachers’ points of view respecting English education in Japan can be expanded by 
experiencing student-oriented classes. For that reason, past investigations have underlined the importance of 
positive impacts of studying overseas on Japanese students and teachers (e.g. Harada, 2013; Igawa, 2014; Pino & 
Robert, 2015). Yet, current secondary school teachers have not achieved high enough grades in placement tests 
(Nikkei Inc, 2015, May 25; 2016, April 5; Obun Company Education Information Center, 2016). For this reason, 
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this study will explore how students’ English skills are related to their views about English education. 
(1)  Pre-service Teacher Training Programs 
The teachers’ certificate is offered to students who have finished the compulsory subjects in universities 
that the MEXT accepts and school boards in each prefecture will present the students with a license (Teaching 
Profession Career Center, n.d.; 2016). Furthermore, students need to complete a nursing component in a special 
needs education school and welfare facility for one week (i.e. this is necessary for students who are intending to 
be a teacher in middle schools or primary schools). The goal of the nursing experience is to aid students who wish 
to be involved in compulsory education in deepening their knowledge relating to individual dignity and the 
philosophy of social solidarity through interacting with senior citizens and those physically challenged (Meiji 
University, n.d.). For instance, undergraduates walk with senior citizens and communicate with them. Yet, this 
depends upon the institutions. The undergraduates need to be involved in nursing experiences for two days in 
special education schools and for five days in welfare facilities. Lastly, undergraduates are asked to participate in 
a student teaching program in secondary schools. However, without passing the teacher recruitment test, they will 
not be able to become teachers.  
(2) Teacher Beliefs 
There is a common belief that teacher beliefs are generated through past learning and teaching 
experiences. Earlier learning experiences can decide how that teacher wishes to teach and this section will discuss 
the past studies about teacher beliefs (Nishino, 2012). The teachers’ principles about performing Communicative 
Language Teaching (CLT) in classrooms have been assessed by surveys that were composed of 80 questions and 
students’ views about CLT can also help the teachers improve their teaching (Choi, 1999; Chung & Huang, 2009). 
In another study, meetings with the students were completed and several divergences have been discovered 
between the teachers’ implementations of CLT in classroom instruction and the students’ and teachers’ views 
concerning CLT (Chung & Huang, 2009; Otani, 2013). Although both were thinking about CLT optimistically, 
the teaching was yet instructor-oriented and drill-determined (Choi, 1999; Chung & Huang, 2009). Per Choi 
(1999), tourism involvement in English-dialogue nations influenced their self-stated stage of English skills 
weakly. Likewise, their English skills affected their inadequate implementation of CLT.  
(3) Study Overseas Experiences 
A small-scale investigation has been completed to scrutinize the influence of studying abroad on 
Japanese students and teachers (Igawa, 2014; Pino & Robert, 2015; Tanaka & Ellis, 2003).  Two surveys were 
directed to confirm their participation in any study overseas courses and their understanding related to the 
influence of these courses. In another study, second language competency examinations were completed before 
and after their study abroad experiences (Pino & Robert, 2015). The respondents discovered their involvement 
category, influence of their involvement, and justification for their choice. Degrees of effect comprise language 
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skills, education in various cultures, and cross-cultural understanding. Study overseas destinations included the 
United States, Canada, and Australia. Confidence could be gained by studying in another country. Tayama (2010) 
showed that English skills are affected by the duration of study overseas experiences (p.55). After the students 
become a teacher, time limitation would hinder their enhancement of English skills. Therefore, studying abroad 
for six months to a year before being a teacher can be valuable to enhance their English skills. Studying in a 
foreign country can help teachers and students learn new teaching methods and improve their English skills.  
(4) School Internship Experiences  
If the undergraduates want to be a teacher, they can participate in a school internship to experience 
teachers’ duties (Teaching Profession Career Center, n.d.). An internship is an elective but recommended by the 
Teaching Profession Career Center. The students can go to public schools for a year or six months and team teach 
during the English classes or teach after school. Additionally, the undergraduates can help the teachers print out 
papers or clean the classroom. In the teacher employment examinations, whether the students have taken part in 
school internship has been essential. The students go to the school once a week. By going to school internship, the 
students can grasp the current school environment. Sophomore, junior, and senior students can partake in school 
internships. By taking part in school internships, the undergraduates could integrate their knowledge gained 
during the university lectures (Hara, 2009). The students could watch several types of teaching approaches and 
decide their own teaching methods. This spiral learning could help students develop practice and theory in 
harmony (Ono & Yamada, 2017).  
During school internship, students learn about the school by helping the teachers such as preparing for 
school events. The purpose of school internship is to aid undergraduates in deepening their understanding relating 
to schools and teachers’ jobs. In contrast, the aim of teaching practicum is to help undergraduates develop the 
necessary skills to be a teacher. They write lesson plans and teach under their advisor’s guidance. They also 
handle the duties as a homeroom teacher and put effort to understand the students (Ogura, 2014). For that reason, 
teachers’ expectations are much higher for the teaching practicum than for the school internship. Yet, the school 
internship can be a basis for teaching practicum since they can observe teaching and school events for a longer 
period of time than the teaching practicum. In addition, they handle jobs that they cannot during teaching 
practicum. Teaching practicum lasts for three weeks for middle school. Conversely, teaching practicum in high 
school lasts for two weeks. Undergraduates observe their advisor’s classes during the first week. They then start 
teaching by themselves in the second week.  
(5) Skills of English Teachers in Secondary Schools 
There is a common belief that secondary school teachers’ English skills are not high enough. The rough 
assessments suggested by MEXT were TOEFL IBT 80 points, Test of English for International Communication 
(TOEIC) 730, and Eiken pre-first grade (Yoshida, 2011, April). Even so, no more than 24.2% of middle school 
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teachers and 48.9% of senior high school teachers fulfilled this requirement even though 75.4% have experienced 
these examinations (Nakagawa, 2013, December). The Board of Education in Tokyo asked the teachers in public 
secondary schools in their third year to study abroad for three months to improve their English skills. Whereas 
these tests are not obligatory, 53% of the high school teachers have fulfilled this requirement thanks to the shift 
from teacher-centered to student-centered classes in 2013 (MEXT, 2014a). Eiken is held three times a year and 
consists of the fifth (beginner), fourth, third, pre-second, second, pre-first, and first (advanced) grade (Eiken 
Foundation of Japan, n.d.). This examination measures the four skills (i.e. listening, speaking, reading, and 
writing skills) and is helpful for entrance examinations for high schools and universities, studying out of the 
country, and receiving special treatment for entering companies. Regardless, no more than 28.8% of middle 
school teachers and 55.4% of the high school teachers received the certificate for Eiken pre-first test (Nikkei Inc., 
2015, May 25). There is a gap in the percentage of teachers achieving this depending on the local government. 
(6) Special Lectures on English Class Organized at Universities  
Special Lectures on English Classes assess the Japanese teaching structure and how this is regarded by 
professors and students both outside and inside Japan (Morgan, 2017). These classes are based on the 
‘student-negotiated curriculum’ where the lecturer and the undergraduates collaborate in organizing, selecting, 
and carrying out the class content. Each topic was covered during two lessons. First, the lecturer offers an article 
for discussion. Second, the undergraduates will go beyond the information given and do debating for the duration 
of the class. From the fall semester in 2006, Suzuka National College of Technology has introduced a new 
teaching style that highlighted the importance of spoken communication in English to promote undergraduates’ 
motivation to study English and English communication skills (Kusaka, Matsubayashi, & Deguchi, 2007). The 
classes were divided into four students per level and one foreign tutor oversaw their learning. The students could 
improve their communication skills per their level. More than 80 % of the undergraduates could be interested in 
communicating in English during the class. The undergraduates needed at least 500 for TOEIC score to be 
enrolled in this class since the discussion was completed in English for the duration of the class (Suzuki, 2014). 
3. Statement of Problem 
This study is unique because the relationship amid the undergraduates’ beliefs about English education 
and school internship experiences have not been analyzed. How students’ views are related to their education is 
still unclear and earlier views are unlikely to change (Nekoda, 2014, p.190). Past researchers have not examined 
the students’ understandings concerning CLT. Although the relationship amongst English teachers’ study abroad 
experience and their philosophies about CLT have been evaluated, those of undergraduates have not been 
scrutinized. 
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4. Goal of Study 
The purpose of this study is to explore how undergraduates’ principles relating to English education 
change for the duration of the Special Lectures on English B Class (the students do presentations, discussions, and 
debates during this class). This study will weigh how the teacher preparation curriculum, study overseas 
experience, and their English abilities are related to their viewpoints concerning English education.  
5. Significance of Study  
This investigation may help university Departments of Education determine how to help students 
improve their English skills before being English teachers in secondary schools.  Similarly, this study may 
clarify the significance of increasing study abroad curriculum options for students to enhance their skills.  
6. Research Questions 
The ensuing research questions were framed to discover how undergraduates’ views change during the 
Special Lecture on English B Class:  
1.  Investigate the undergraduates’ philosophies relating to English education before the Special 
Lecture on English B Class (i.e. how they learned English and their opinions about this). Also, 
how do the lecturers’ views about English education influence those of the undergraduates?  
2. How do their philosophies change during the Special Lecture on English B Class? 
3. Is there a connection amidst their principles respecting English education and their study 
abroad experiences?  
4. Is there a connection amongst their views concerning English education and their English 
skills?  
5. Is there a connection amid their principles about English education and their school internship 
experiences? 
7. Research Methods 
Initially, 50 students who were registered to English Teaching Methods Class II and III were targeted as 
participants for interviews, reflective journals, and questionnaire; nevertheless, only four students signed the 
letter of consent for the survey and merely one student completed the survey. Nobody signed the letter of consent 
for interviews or reflective journals; thus, the targeted participants were changed. The new respondents for this 
study were 13 students who were enrolled in Special Lectures on English B Class. These undergraduates were 
registered to the Department of Education. There were nine sophomores, two juniors, and two seniors and none of 
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them finished teaching practicum. There were three students who went to school internship and six students who 
studied in a foreign country. Similarly, there were seven students who were enrolled in English Teaching Method 
Class II and only one student who was registered to English Teaching Method Class III. In this study, how study 
overseas experiences, school internship experiences, students’ English skills, and professors’ principles 
concerning English education influenced those of these students were evaluated.   
(1) Survey 
A survey called Beliefs about Communicative Language Teaching and Teaching Objectives (Choi, 
1999) was used to understand how many students studied in another country and who went to school internship. 
This survey was altered. As well, the current author wanted to grasp their English skills. This survey is composed 
of four sections: Section I for philosophies about CLT and education purposes; Section II for instruction 
repetitions during the lesson; Section III for classroom and school education atmosphere in Korean background; 
and Section IV for individual contextual data. Section II and III were excluded from the present study since both 
sections were for in-service instructors. Section IV was adapted to extract necessary information from the 
respondents. Question 25 in Section I was omitted since the content was irrelevant to the respondents’ background. 
Subsequently, the survey for this investigation included 24 questions for principles, and nine questions for 
individual data (see Appendix A-1: English inquiry form for Beliefs about Communicative Language Teaching & 
Teaching Objectives). A translation of the questionnaire was needed since the respondents were Japanese. 
(2) Reflective Journals 
The respondents were asked to complete questions adapted from Japanese Portfolio for Student 
Teachers of Languages (J-POSTL) (published by Hisamura et al., 2014) to help considering their earlier learning 
experiences and deliberate how to teach after being an English teacher (see Appendix B-1 to B-4: English 
reflective journal questions adapted from Japanese Portfolio for Student Teachers of Languages (J-POSTL): For 
Pre-service English Teacher Education). The undergraduates answered several questions each time. The students 
answered questions on several factors such as past study involvements, methods, and their preference for teaching 
style, and activities to include in their classes.  
(3) Interviews   
Both the professors and students were requested to volunteer for interviews. Interviews were completed 
to ask the undergraduates about their English skills, study overseas experiences, school internship experiences, 
past study experiences, and their goals for teaching (see Appendix C-1: English interview questions for students). 
The questions were created based on the research questions. Each interview was 15 to 20 minutes long. Moreover, 
the lecturers who oversaw the English teaching method classes were interviewed to examine how their views of 
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English education influenced those of students (see Appendix F-1: English observation form and Appendix G-1: 
English interview questions for the lecturer who teaches English teaching method class II). In addition, English 
Teaching Methods Class II, III, and Special Lectures on English B Class were observed to scrutinize how these 
courses were taught and how CLT was taught.  
(4) Text analysis   
The textbooks, assignments, worksheets, and the course outline for English Teaching Methods Class II, 
III, and Special Lectures on English B Class were examined to determine to what extent each was more 
teacher-oriented or student-oriented (see Appendix D: Criteria for Text Analysis). 
(5) Observations 
Two observations were completed per class so that the content of the class could be understood. The 
classes that were observed were assessed using the following criteria: teacher-oriented, student-oriented, active 
learning, and CLT (see Appendix E: Criteria for Observations).  
 
(6) Ethical Considerations 
Before collecting the data, all respondents were requested to sign a letter of consent for privacy 
purposes and to agree to participate in this study. A letter of consent clarified the progress and goal of the 
investigation and how the information was going to be kept. Additionally, the letter of consent notified the 
respondents that their participation was voluntary and their participation could have been stopped anytime 
without punishment. The respondents cooperated with this study only after accepting the information described in 
the letter of consent.  
8.  Findings and Discussions 
(1) Text Analysis Results 
In Special Lectures on English B Class, students were requested to do debates, presentations, and 
discussions. For that reason, this class is learner-centered. In contrast to the other two classes, the students learned 
by helping each other during this class. This is since this class consists of CLIL. The lecturer may have wanted to 
develop students’ knowledge on both Japanese and foreign English education and communication skills. In fact, 
this was shown in the syllabus for this class. In English Teaching Method Class III, although the professor stresses 
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the importance of learner-oriented classes, he was obliged to provide teacher-oriented classes due to the students’ 
demotivation about the classes. As a result, the students observed teacher-centered manner of teaching during the 
class. Hence, although the teacher wishes them to perform student-centered classes, they may perform 
teacher-oriented classes since the professor is performing teacher-controlled classes. 
(2) Survey Results 
Two students who went to a school internship underlined the importance of using visual aids, allowing 
the students to do student-centered activities, and fluency. The higher the students’ English skills were, the more 
they agreed to the statement that reducing the students’ apprehensions were necessary. One student who scored 
910 for TOEIC and Pre-first grade for Eiken indicated that developing the four skills in a balance was pivotal. 
This might be because Eiken measures all four skills. For this reason, Eiken may have had a strong influence on 
her opinions about improving the four skills. One recommendation could be that methods which can support 
undergraduates in improving their English skills before being an English teacher should be explored in future 
studies since there are a range of opinions regarding this relationship.  
(3) Observation Results 
By observing English Teaching Method Class III, the current author discovered that the professor’s 
principles regarding English education were related to a humanistic approach and student-centered classes. 
However, the class needed to be teacher-centered since there were many theories to be taught as he indicated in 
the interview. Findings from observing English Teaching Method Class II show that doing learner-centered 
classes may have been quite difficult for the students since they have not learned this way previously. The 
observation for Special Lectures on English B Class shows that the professor wanted the students to think 
critically during the classes because he asks them to do debates and discussions. He wanted to encourage them to 
learn by doing since he showed a useful website during the class. These findings show that he wishes them to 
learn independently. In addition, he believes that teachers ought to be supportive to the students.  
(4) Interview Results 
After attending the Special Lectures on English B Class and English Teaching Method Class II, 
students’ standpoint concerning English education shifted to student-oriented activities and CLT. These results 
show that Special Lectures on English B Class, study abroad experience, school internship experience, and 
English skills reinforced the students’ preference for student-oriented way of teaching. One recommendation 
could be that undergraduates should have more chances to study in a foreign country since in the current system, 
not everyone can study in another country due to quotas. School internship experiences, Special Lectures on 
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English B Class, and English Teaching Methods Class II helped the students understand the importance of 
considering the students’ level and interests while developing lesson plans and activities.  
(5) Reflective Journal Results 
The findings from the reflective journals show that the undergraduates wish to think about their students 
after being a teacher. All students noted that CLT and Cooperative Language Learning (CLL) are preferable 
methods to use in teaching since they are learning this way in Special Lectures on English B Class. The majority 
of the students indicated that learner-centered classes are preferable. Consequently, the writer discovered that past 
learning experiences can influence how students wish to teach after being a teacher. These match with the 
findings of earlier investigations such as Nishino (2012) and Nekoda (2014). The students wrote down that they 
want to include writing and speaking exercises in their teaching. Whereas students who have not gone to school 
internship and are not enrolled in English Teaching Method Class II pointed out that resources should be selected 
by teachers, those who have done both showed that suitable resources should be carefully chosen based on the 
textbook or by consulting the secondary school students. This implies that English Teaching Method Class II and 
school internship affected their principles about choosing relevant materials.  
9. Pedagogical Implications 
This investigation identified the demotivation of the undergraduates who are now enrolled in the 
English Teaching Method Class III even though this was not the research question for this study. This might have 
been caused by their past negative learning experiences because this study discovered that most students had 
unpleasant learning experiences. This is related to Strauss et al. (1998, 2002)’s findings because this study and 
their study discovered that overcoming unhappy learning experiences require extended periods of time. This may 
result in a negative effect on the future English educators graduating from Soka University. Therefore, the 
Department of Education should consider how to address this issue. The undergraduates in English Teaching 
Method Class III resembled those in Kinukawa’s (2006) investigation because of their lack of motivation about 
the class. Kinukawa (2006) showed that undergraduates are likely to lack communication skills, responsibility, 
and curiosity. They are also weak at making friends. They also lack independence, motivation, and confidence. 
Explicitly, they have a small circle of friends and struggle with cooperating with diverse people. Likewise, the 
students’ apprehension about their existence is due to declining birth rate. The undergraduates need a place where 
they can share their apprehensions. Similarly, lecturers should understand that overcoming negative learning 
experiences is time-consuming. They should try to praise the students as much as possible during the classes.  
Undergraduates need to be able to be flexible with their schedules such as having one day off each week 
to go on a school internship. Therefore, universities should think about reducing obligatory subjects and 
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increasing noncompulsory subjects. Correspondingly, they should have more chances to study overseas since not 
all students can study abroad because of capacity. Similarly, students should be able to choose which country to 
go to more than now. This study discovered that many learners had unsatisfactory English learning experiences 
and this was difficult to overcome. How to help them overcoming this should be evaluated in future studies. In 
addition, professors should try to praise students as much as possible during the classes to reduce their anxieties. 
This is because they may have been scolded or corrected by the teacher facing their classmates.  
10. Conclusions 
Study abroad experiences can aid students in expanding their viewpoints about English education. 
Hence, the universities should cogitate these facts to help students improve their skills to be an effective teacher. 
The university should deliberate about allowing only juniors to be registered to English Teaching Method Class II 
so that the students can effectively perform student-centered classes in the teaching practicum in the following 
year. Universities may need to introduce systems such as accepting students who are most likely to become 
teachers and students who have multifarious experiences and excellent skills to avoid the students being unwilling 
during the teacher training program. Presently, undergraduates can register to the teacher training program only 
after entering college and this system may need to be changed. Universities might need to clarify admission 
policies (MEXT, 2017). Teacher-training program may need to be more rigorous. Moreover, the professors who 
manage these classes may need to be harsher about the assignments and contribution for the classes. The Teaching 
Profession Career Center should allow the students to leave the teacher-training program even after being a junior 
or senior. The undergraduates should study English as much as possible before being an English teacher to 
improve their four skills. Accordingly, the students should study and apply for Eiken since this examination 
measures the four skills and courses that help students study for Eiken should be created sometime. Therefore, 
how to implement these should be analyzed in future studies.  
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Appendix A-1: English questionnaire for Beliefs about Communicative Language Teaching & 
Teaching Objectives    ID: 
 
This questionnaire is about your beliefs about communicative language teaching. Please read 33 questions 
carefully and select the account from 1, 2,3,4,5, and 6 and circle the number. You can ponder on per description 
based on the English teaching method lectures that you are taking and please do not think deeply. Additionally, 
please write your attribute in Part III. This questionnaire might need 20 minutes.  
6=Strongly Agree (STA), 5=Agree (A), 4=Slightly Agree (SLA), 3=Slightly Disagree (SLD), 2= Disagree (D), 
1=Strongly Disagree (STD) 
 
Part I: Beliefs about Communicative Language Teaching & Teaching Objectives in the Classroom  
 
1. Your beliefs about communicative language teaching  
To improve learners’ 
communicative competence, in 
general, I believe that …                            
STD D  SLD SLA A  STA 
1. It is important to teach all 
four skills: listening, 
speaking, reading, and 
writing.         
1 2 3 4 5 6 
2. The learner must reach as 
high a degree as possible of 
linguistic (grammatical) 
competence.  
1 2 3 4 5 6 
3. The learner must develop 
skills and strategies for 
communicating meanings in 
concrete situations. 
1 2 3 4 5 6 
4. The learner must become 
aware of the social and 
cultural meaning of 
language forms.         
1 2 3 4 5 6 
5. It is important to use 
activities, such as 
information gap or 
problem-solving tasks, which 
encourage exchange of meaning. 
1 2 3 4 5 6 
6. It is important to use drill 
activities. 
1 2 3 4 5 6 
7. It is important to use 
motivational activities such 
as games and songs. 
1 2 3 4 5 6 
8. It is important to consider 
learners’ current skill level 
and offer texts proper to the 
learners’ level. 
1 2 3 4 5 6 
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9. It is important for a teacher 
to give proper explanation 
and examples that are 
meaningful to learners. 
1 2 3 4 5 6 
10. It is important for a teacher 
to speak in English as much 
as possible for classroom 
instruction. 
1 2 3 4 5 6 
11. It is important to use 
authentic materials, 
      such as magazines, 
newspapers, poems, novels, 
letters, menus, movies etc. 
1 2 3 4 5 6 
12. It is important to use 
audio-visual materials such 




1 2 3 4 5 6 
13. Learner-centered activities 
are more important than 
teacher-centered activities. 
1 2 3 4 5 6 
14. A pair or small group 
activity between student is 
more important than the 
teacher’s lecture-type 
explanation. 
1 2 3 4 5 6 
15. Interaction between students 
is more important than 
teacher-student interaction. 
1 2 3 4 5 6 
16. Comfortable classroom 
atmosphere that aims at 
reducing learners’ anxiety is 
more important than the 
teacher’s authority that aims 
at helping learners to 
concentrate on the lesson. 
1 2 3 4 5 6 
17. Grammar needs to be taught 
in a communicative way, 
offering meaningful context, 
not just an explanation of 
separate grammatical items. 
1 2 3 4 5 6 
18. Fluency needs to be more 
emphasized than accuracy 
during oral production   
activities. 
1 2 3 4 5 6 
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2. Main objectives of teaching English in your actual classroom 
In general, the main objectives of my 
actual English classroom instruction 
are to … 
STD D SLD SLA A STA 
19. Help learners communicate fluently 
(listen and speak) in English.   
1 2 3 4 5 6 
20. Help learners read and write fluently 
in English. 
1 2 3 4 5 6 
21. Help learners have enough 
grammatical 
knowledge of English   
1 2 3 4 5 6 
22. Help learners have enough cultural 
knowledge of English                 
1 2 3 4 5 6 
23. Finish the given textbook materials   1 2 3 4 5 6 
24. Help learners receive high scores on 
the higher school entrance 
examinations.  
1 2 3 4 5 6 
 
3. Background Information 
Please circle the most proper response or fill in the blanks.  
25 Gender   male     female   
26 Age        
27 Highest degree obtained           
28 
Study overseas experience 
・trips are not included 
Yes 
  1) country・area： 
   period： 
  2) country・region： 





The lectures related to English education in Soka 
University that you have taken 
・The lectures you have already taken or now taking 
1) English teaching method lecture I 
 
2) English teaching method lecture II 
3) English teaching method lecture III 
 
4) English teaching method lecture IV 
 
5) Teaching and Testing Materials 
30 
Have you taken TESOL, TESL or TEFL lectures in other 
universities and institutions (including overseas)?  
  Yes     No   
31 Teaching practice  Done    Not yet   
32 
Have you ever taught at schools, cram schools, or 
conversation schools? This does not include private 
lessons and student teaching. 
  Yes     No   
33 
TOEIC score 
・Including IP examination (the highest score achieved 
within two years) 
(The date you got this score:                      ) 
           
34   
Have you ever been to school internship? Or are you now 
going to school internship?                        
 Yes         No  
Thank you for your cooperation!! 
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Appendix B-1: First English reflective journal questions adapted from Japanese Portfolio for Student 
Teachers of Languages (J-POSTL): For Pre-service English Teacher Education (published by Hisamura, 
Sakai, & Takagi, 2014). 
 
The purpose of this reflective journal is to help undergraduates reflect on their earlier learning experiences and 
ponder how to teach when they become an English teacher. Please read the questions carefully and answer the 
questions. There is no right or wrong for these questions. This reflective journal might need 20 minutes.  
 
1. When you were a student in secondary schools, describe your English learning experiences.  Was your 





2. By being enrolled in pre-service teacher preparation courses such as method classes and student practices, 





3. What method do you think is the best to use in English classes? Or are there any methodologies that you 
would like to combine? (E.g. Communicative Language Teaching, Audio-Lingual Method, Cooperative 





4. In summary, which method do you think is better: traditional grammar-based classes or a style of 
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Appendix B-2: Second English reflective journal questions adapted from Japanese Portfolio for Student 
Teachers of Languages (J-POSTL): For Pre-service English Teacher Education. 
 
The purpose of this reflective journal is to help undergraduates reflect on their earlier learning experiences and 
ponder how to teach when they become an English teacher. Please read the questions carefully and answer the 
questions. There is no right or wrong for these questions. This reflective journal might need 20 minutes.  
 
1. Do you think students should do group/pair work and interact with each other during the English classes 
or do you think the class should be teacher-oriented? Can you give examples and explain the reason for 





2. What type of activities would you like to include in your lesson when you become a teacher? Can you 





3. How would you like to help students cultivate the four skills (listening, speaking, reading, and writing) in 
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Appendix B-3: Third English reflective journal questions adapted from Japanese Portfolio for Student 
Teachers of Languages (J-POSTL): For Pre-service English Teacher Education. 
 
The purpose of this reflective journal is to help undergraduates reflect on their earlier learning experiences and 
ponder how to teach when they become an English teacher. Please read the questions carefully and answer the 
questions. There is no right or wrong for these questions. This reflective journal might need 20 minutes.  
 
1. How would you like to help students learn foreign culture and respect their own culture? Can you 
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Appendix B-4: Fourth English reflective journal questions adapted from Japanese Portfolio for Student 
Teachers of Languages (J-POSTL): For Pre-service English Teacher Education. 
 
 
The purpose of this reflective journal is to help undergraduates reflect on their earlier learning experiences and 
ponder how to teach when they become an English teacher. Please read the questions carefully and answer the 
questions. There is no right or wrong for these questions. This reflective journal might need 20 minutes.  
 
1. After taking the English Teaching Methodology Courses, did your opinion of different 










3. How did you teach either in cram schools or English conversation schools? (e.g. teacher-oriented, 
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Appendix C-1: English interview questions for students 
 
1. Have you ever taken Eiken, TOEIC, TOEFL examinations before? If possible, can you tell me your 
score? How do you think these tests can help you conduct English lessons? 
 
2. By studying overseas, did your thoughts about English education in Japan change? If so, how did it 
change? What type of lesson would you like to conduct when you become an English teacher? Why 
did you come to think that teaching the four skills is important? How would you like to select 
resources that are right to the students’ level? How would you like to teach grammar in 
communicative activities? (Why did you not study overseas? If you could, did you want to go? What 
impact do you think study overseas experience had on you if you went?) 
 
3. After seeing English classes during the school internship, how would you like to implement your 
English lessons? Why did you come to think that teaching the four skills is important? Why do you 
think pair and group work are indispensable? (Why did you not go to school internship? If you could, 
did you want to go? What impact do you think school internship experience had on you if you went?) 
 
4. Can you describe the most interesting English class you took when you were a secondary school 
student? When you become a teacher, how would you like to conduct your classes based on that 
learning experience? 
 
5. When you become a teacher, what goal do you want the students to achieve? (E.g. being able to 
communicate in English, being interested in English). 
 
6. To help students practice output (writing and speaking), what would you ask the students to do 
throughout the class? 
 
7. What method do you prefer to teach? Why?  
 
8. Recently, English education has been done in primary schools too. When teaching English to students, 
how would you like to do communicative activities so that they can be interested in English? 
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9. When teaching English at elementary schools, how would you like to support the students so that they 
can get used to English?  
 
10. How did you teach either in cram schools or English conversation schools? (e.g. teacher-oriented, 
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Appendix D: Criteria for Text Analysis 
Student-centered 
1. Does this course book/ handout allow the students to think, act, prioritize, rank, judge, and negotiate?  
2. Does this course book/ handout include confirmation check, comprehension check, and request 
clarification?  
3. To what extent are the ‘whole-learner’ resources included? Are there any patterns? 
4. Do the materials allow the students to interplay meaningfully? Is there a conversational intention?  
5. Do the resources allow the students to choose such as by disagreeing? 
6. Can the students connect the resources to their daily life? 
7. Does the course book/ handout help students responding in a long sentence? (for English teaching 
method class III) 
8. Do the course book and handouts include WH-questions and short answer questions to allow the 
students answering with complete sentences? (for English teaching method class III) 
9. What is the balance between the cognitive and physical activities? 
Teacher-centered  
1. If the students cannot realize that their learning is both memorable and personal, this course book/ 
handout is teacher-oriented. 
2. Do the resources allow the students to behave actively? 
3. Is there a focus on meaning instead of exact form in the resources? 
4. Do the students grasp what the goal of the class is? How does the lecturer present this to the students in 









創価大学大学院紀要・第 40 集・2019 年 5 月 
－ 346 － 
 




1. During the class, can the students think, act, prioritize, rank, judge, and negotiate? 
2. To what extent are the ‘whole-learner’ resources included? Are there any patterns? 
3. Can the students interplay meaningfully? Is there a conversational intention?  
4. Can the students connect the content of the class to their daily life? 
5. Does the class help students responding in a long sentence? (for English teaching method class III) 
 
Communicative language teaching  
1. During the class, are concepts that are based on CLT (e.g. improve students’ skills to communicate 
relevantly based on their semantic understanding) introduced?  
2. Does this class recommend the undergraduates to help enhance students’ conversational English skills 
when they become a teacher? 
3. Does this class recommend the undergraduates to help students express their point of view in English 
when they become a teacher?  
4. Does the professor ask the undergraduates to motivate students to utter when they become a teacher? 
5. Does the professor ask the undergraduates to incorporate genuine communication and topics closely 
related to students’ daily life when they become a teacher? 
 
Active learning  
1. Does the professor introduce notions that are based on active learning (actively and cooperatively 
learning to discover and solve problems)? 
2. Does the professor underline the importance of pondering about how the students in secondary schools 
learn?  
3. During the class, are activities such as class discussion, think-pair-share, learning cell, short written 
exercise, collaborative learning group, student debate, and class game included to encourage active 
learning? 
4. Do the undergraduates do group work, fieldwork, presentations, and reflections during the lecture? 
5. During the class, can the students listen to other student’s standpoints? Also, can they explain in their 
own words and help each other? 
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Appendix F-1: English observation form 
 
NOTES FOR PRE-OBSERVATION MEETING: 
1. What qualities do you think the undergraduates should have when they become an English teacher of 
secondary schools? 
 
2. To cultivate the undergraduates’ skills to imagine their students’ skills and how they would respond during 
the activity, how would you like to help them? Also, how would you like to help them in developing 
imaginations to ponder the activities to do?  
 
3. How do you think the English teachers in secondary schools should be? What type of skills and knowledge 
should they have? What type of teachers should they be?  
 
4. What skills and knowledge should they have to be an English educator in secondary schools? 
 
5. How do you help undergraduates experience and learn how to perform English classes such as 
Communicative Language Teaching? (What strategies/methods will you use to help the learners to reach this 
aim?): 
 
NOTES FOR POST-OBSERVATION MEETING: 
1. What do you think was particularly successful about this lesson? 
 
2. What type of educational philosophy and principle does this class consists of? How is this class 
carried out based on these philosophies and principles? How are these philosophies and principles 
reflected as an approach? 
 
3. Please describe your opinion about how the theories and practices acquired during the class would be 
useful for the undergraduates when doing student practice in secondary schools. 
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Appendix G-1: English interview questions for the lecturer who teaches English teaching method class II 
 
1. When the undergraduates practice teaches in front of their classmates, do you want them to practice 
teacher-oriented method or student-centered method? Why? 
 
2. So that the students can do an oral introduction that is interesting for the children, how are you 
planning to/ how did you help them?  
 
3. How do you help undergraduates set goals and evaluation standard for classes? 
 
 
4. How do you help them learn teaching processes and teaching techniques?  
 
 
5. How do you help them create lesson plans for a 50-minute class and put that plan into practice?  
 
6. To cultivate the undergraduates’ skills to imagine their students’ skills and how they would respond 
during the activity, how would you like to help them? Also, how would you like to help them in 
developing imaginations to ponder the activities to do? 
 
 
 
 
 
